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 第１節 基本理念 

本計画は、平成18年９月に制定した「燕市環境基本条例」の基本理念に基づいて、環

境の保全と創造に関する環境施策を総合的かつ計画的に推進するために策定されるも

のです。 

したがって、本計画の基本理念は、「燕市環境基本条例」の基本理念から特に重要と

なるキーワードを抽出し、それを踏まえた上で、次のとおり定めるものとします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「
燕
市
環
境
基
本
条
例
」 
第
３
条
に
定
め
る
３
つ
の
基
本
理
念

①
将来にわたり、良好な環境のなか
で、持続的発展ができるまちの構築

②
自然の物質循環を損なうことなく、
人と自然が共生できるまちの構築

③

「燕市環境基本計画」の基本理念 

全ての人が、地球の環境保全を自
覚し、自発的な行動ができるまちの
構築

計画編 
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 第２節 燕市がめざす環境像 

「環境像」とは、前節で示した基本理念をイメージ化したものです。 

また、この「環境像」は、本計画を担う、燕市に暮らす全ての人が共有する目標であ

り、計画期間の終了後においても継続的にその実現をめざしていくものとなります。 

このため、燕市がめざす環境像は、基本理念や私たちの環境に対する取り組み姿勢な

ども踏まえて、次のとおり定めます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「燕市環境基本計画」の環境像

  みんなの行動の積み重ねから、

  大きく羽ばたく、環境都市つばめ

 
 

第１次計画で定めた「環境像」を踏襲し、その実現に向け、取り組みを更に推進する

必要があります。第２次計画の策定に際して実施した市民環境意識調査では、前回調査

から地球環境問題に対する関心度が大きく伸長していました。また、今回新たに実施し

た中学３年生への環境意識調査においても、同様の回答結果が得られており、特に地球

環境問題を「重要な問題」だと考えている生徒は８割を超えています。このことは、世

代を問わず、例えば昨今の地球温暖化による集中豪雨などの異常気象や自然災害を目の

当たりにし、環境の変化を肌身で感じるようになったことへの危機感の現れといえるで

しょう。 

燕市民として、先人から受け継いだ燕市の素晴らしい環境財産を未来に確実に引き継ぐ

ためには、物質的な豊かさや、快適さを過度に追求する価値観そして暮らしのあり方を見

直すことが求められます。また、市民、事業者、市が一体となった「チーム燕」として、

一人ひとりがよりよい環境を実現するために出来ることから行動を積み重ねていく必要が

あります。これらのことから、燕市では市内に働き暮らす全ての人たちが、燕市の環境保全

や地球の未来について考え、進んで環境に配慮した行動に取り組むまちをめざすものとし

て、 

燕市がめざす環境像を「みんなの行動の積み重ねから、大きく羽ばたく、環

境都市つばめ」と定めます。 

この環境像は、あらゆる暮らしの場面の中で、私たち一人ひとりができることから段

階的に環境に配慮した行動を積み重ねることで、それが輪のように拡がり、やがては誰

もが誇れる“環境都市つばめ”になることをめざすものです。そして、環境都市として

“つばめ”が羽ばたき、未来の子どもたちに地球からのたくさんの恵み（幸福）をしっ

かりと届けるという意志を込め、定めるものです。 
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 第３節 分野別目標の設定 

本節では、燕市の「環境像」を実現するための長期的な目標として、分野別目標を定

めます。 

第１章第４節(P.6)に示したとおり、本計画が対象とする環境の範囲は「地球環境」「自

然環境」「快適環境」「生活環境」「人を育む環境」としました。 

しかし、ここでは、本計画の基本理念と国の環境基本計画で定めている４つの長期的

な目標「循環」「共生」「参加」「国際的取り組み」を踏まえた上で、より分かりやす

く集約化し、「循環」「共生」「協働」の視点から、次の３つの分野別目標を定めます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

分
野
別
目
標
　
　

分
野
別
目
標
　
　

分
野
別
目
標 

　
[人を育む環境]

[自然環境]
[快適環境]

[地球環境]
[生活環境]

わ

協働

共生

循環

暮らしのなかで、
みんなが環境について考え、行動するまち

自然とのふれあいのなかで、
みんなが快適に暮らせるまち

地球の恵みの“環”のなかで、
みんなが健康で安心して暮らせるまち

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ
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 第４節 環境施策の方針（取り組みの方向性） 

燕市では、環境像である「みんなの行動の積み重ねから、大きく羽ばたく、環境都

市つばめ」を目指していくため、前節で掲げた３つの分野別目標毎に、12の環境要素

別の目標と43の環境施策の方針を体系化して、環境施策の方針を整理します。 

体系化したものは、P.14～15に示すとおりです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、体系化した環境施策は多岐に渡ることから、環境要素別の目標毎に、次の手

順でその内容をP.16以降に整理していくものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

43の環境施策の方針
（取り組みの方向性）

 

み
ん
な
の
行
動
の
積
み
重
ね
か
ら
、

 

大
き
く
羽
ば
た
く
、
環
境
都
市
つ
ば
め

12の環境要素別の目標

３つの分野別目標

環境施策の方針
（取り組みの方向性）

現状と課題



  

14 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

み
ん
な
の
行
動
の
積
み
重
ね
か
ら
、
大
き
く
羽
ば
た
く
、
環
境
都
市
つ
ば
め

分野別目標 環境要素別の目標

循環
地球の恵みの“環”
のなかで、みんなが
健康で安心して暮ら
せるまち

[地球環境]
[生活環境]

大気環境

地球温暖化資源

３．ごみの４Rと適正処理を推進します

２．エネルギー資源を有効に活用します

６．健やかで安らぎのある暮らしを守ります

５．清らかな水を守り、大切に使います

４．澄んだ空、きれいな空気を守ります

身近な自然 ７．身近な自然と共生し、公益的機能を守ります

快適さ ９．住みやすく、愛着を感じるまちをつくります

自然との
ふれあい

８．

文化・景観 10．郷土の文化・景観資源を守り、活かします

環境情報を学び・体験する機会をつくります
環境教育・
学習

12．環境活動

１．地球温暖化の防止に取り組みます

協働
暮らしのなかで、み
んなが環境について
考え、行動するまち

[人を育む環境]

共生
自然とのふれあいの
なかで、みんなが快
適に暮らせるまち

[自然環境]
[快適環境]
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環境施策の方針（取り組みの方向性）

大気環境 4-(1)環境監視体制の充実　　　　　

4-(2)

4-(3)自動車排出ガス対策の推進

水環境・水資源 5-(1)環境監視体制の充実　　　　

5-(2)工場・事業場などの排水対策の推進　　

5-(3)生活系排水対策の推進

5-(4)地下水・土壌汚染対策の推進

5-(5)水資源の循環的利用対策の推進

騒音・振動・化学
物質など

6-(1)環境監視体制の充実　　　　

6-(2)騒音・振動対策の推進

6-(3)有害化学物質対策の推進

6-(4)その他公害防止の推進

エネルギー資源 2-(1)省エネルギー化の推進

2-(2)再生可能エネルギーの普及・活用

ごみ・循環資源
3-(1)廃棄物処理計画の推進

3-(2)ごみの減量化の推進　　　

3-(3)ごみの資源化の推進　

3-(4)ごみの適正処分の推進　　　　

身近な自然 7-(1)水辺環境の保全・活用

7-(2)農地環境の保全・活用

7-(3)野生生物への対応（有害鳥獣の被害防止）

7-(4)自然災害の防止

7-(5)市民による自然保護・育成活動の推進

自然とのふれあい 8-(1)自然とのふれあいの基盤整備

8-(2)自然とふれあう機会の創出

快適さ

文化・景観 10-(1)歴史的・文化的資産の保存・活用

10-(2)魅力的な景観の保全・創造

10-(3)郷土意識の醸成

環境教育・学習 11-(1)環境情報の共有化

11-(2)環境教育・環境学習の機会提供・支援

11-(3)核となる人材や団体の育成・連携

環境活動
12-(1)市民などの自発的な活動の促進

12-(2)市民などの参画・協働の促進

12-(3)環境にやさしい産業の育成

12-(4)広域的な連携と協力の推進

地球温暖化 1-(1)低炭素型のまちづくりの推進

1-(2)低炭素型の暮らしの促進

1-(3)二酸化炭素の吸収源対策の推進

1-(4)その他温室効果ガス対策の推進

参照頁
（頭出し）

P.16

P.20

P.23

P.26

P.29

P.34

P.38

P.44

P.46

P.50

P.52

P.56

9-(1)花と緑豊かなまちづくりの推進

9-(2)美しく清潔なまちづくりの推進

9-(3)交通環境の整備

9-(4)空き家・空き地対策の推進
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 第１節 １．地球温暖化の防止に取り組みます 

   
 

 

 
 

  １．現状と課題 

便利で豊かな暮らしは、身近な環境だけでなく、地球的規模の環境にも影響を及ぼ

します。このうちの１つが地球温暖化問題です。地球温暖化は、単に気温が高くなる

問題ではなく、人類の生存基盤そのものを脅かしかねない問題、例えば、感染症の拡

大や生態系の劣化、洪水、干ばつ、水不足、食糧危機といった、多様かつ複雑で解決

が難しい問題を引き起こすことが指摘されています。 

このような地球環境問題が、私たちの暮らしのあり方に直結していることを理解し、

まずは足元から生活を見つめ直し、環境にやさしい行動を進めることが求められます。 
 

  
■地球環境問題に対する市民意識の状況 

市民環境意識調査によると、｢地球環境問題」は「最優先で取り組むべき問題である」

と回答した人の割合が前回調査から大幅に増加し、今回新たに実施した中学生の環境

意識調査においても同様の回答結果が得られました。一方で、｢地球環境問題と生活と

の関わり方」では、｢環境をよくするために生活は少々不便になってもやむを得ない」と

回答した人の割合が前回調査から減少し、｢どちらともいえない」や「環境が少々悪化し

ても生活が便利な方がよい」と回答した人の割合が増加しました。 

これらの結果から、世代を問わず、地球環境問題への関心は高まってはいますが、自ら

の生活に不便さを感じてまで行動することには、消極的であることがうかがえます。 

一方で、技術革新が進んだ今日においては、さまざまな省エネや省資源ツールが開

発されており、また暮らしに少しの工夫を加えることで、エネルギーを効率的に使っ

て家計にも有利な行動事例が多くあることから、これらのツールや行動事例を周知・

啓発するなどして、更なる活動の浸透・拡充に努めていくことが求められます。 

 

図．燕市環境意識調査（市民） 〔今回：平成27年、前回：平成20年〕 

最近、地球環境問題が国内的にも国際的にも関心を集めていますが、あなたはこれらの問題についてどのように

考えていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境要素別目標①：地球温暖化 

１．地球温暖化の防止に取り組みます 

分野別目標Ⅰ．地球の恵みの“環”のなかで、みんなが健康で安心して暮らせるまち 【循環】 

0.0%

21.2%

57.6%

0.0%

21.2%

35.5%

55.6%

1.5%

6.2%

1.3%

44.7%

38.1%

0.7%

16.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

最優先で取り組むべき問題で

ある

重要な問題であるが、他にも

優先されるべき問題がある

あまり重要な問題ではない

わからない

その他

市民・前回(H20)
市民・今回(H27)
中学生・今回(H27)
【凡例】
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図．燕市環境意識調査（市民） 〔今回：平成27年、前回：平成20年〕 
 
地球環境問題に関し、次のどちらに賛成ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

■低炭素型まちづくりの取り組み状況 

市内では、市街地での人口密度の低下や郊外の幹線沿いに大型店や専門店が進出したこ

となどによって、生活圏が分散化し、暮らしに自動車が欠かせない状況が続いています。 

市街地の活性化や自動車対策は、二酸化炭素排出量の削減が期待できる上に、今後

到来する本格的な高齢化社会に向けた対策とも重なる部分が大きいことが特徴です。 

このため、｢燕市総合計画｣や｢燕市都市計画マスタープラン｣に基づく土地利用の誘

導対策を推進し、中心市街地では自動車がなくても快適に暮らせるしくみを段階的に

整備する一方で、自動車が必要な地域では電気自動車、ハイブリッド自動車などの次

世代自動車の導入を推進するなど、今後も計画的かつ総合的な観点から、低炭素型の

まちづくりを進めていくことが求められます。 

一方、市役所は、職員数や事業量からみても市内において規模の大きい経済主体である

ことから、市内の温室効果ガスの実質的な排出抑制に寄与できます。市では、庁舎の事務・

事業を対象※とした「燕市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を平成22年３月に策

定し、温室効果ガス削減目標（平成27年度までに平成20年度比で10％削減）を定め、電気や冷

暖房、公用車燃料の使用量の削減などに取り組んできました。 

また、これに加え、平成25年度に開庁

した新庁舎では、自然エネルギー（通風

や採光）を有効活用するため、構造に「エ

コボイド（吹き抜け空間）」を採用した他、

太陽光発電パネルや風力発電一体型外

灯設備の設置、ＬＥＤ照明の導入などを

推進し、省エネや二酸化炭素排出量の削

減に取り組んでいます。 

今後も、このような温室効果ガス削減

のための複合的な取り組みを率先かつ継

続的に推進していく必要があります。 
 

※温室効果ガスの排出が市民生活に深く関わる廃棄物処理事業および下水道事業、並びに他者（民間など）に委託

して行う事務・事業を除く。 

 

写真．新庁舎屋上の太陽光発電パネル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
資料：用地管財課 

7.7%

71.7%

20.6%

8.9%

61.5%

29.6%

14.6%

43.7%

41.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

環境が少々悪化しても生活が便利

な方がよい

環境をよくするために、生活は少々

不便になってもやむを得ない

どちらともいえない

市民・前回(H20)
市民・今回(H27)
中学生・今回(H27)
【凡例】
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  ２．施策の方向 

(1) 低炭素型のまちづくりの推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

地球温暖化対策

の 計 画 推 進 

「燕市地球温暖化対策実行計画」を推進し、市内の温

室効果ガス排出量の削減に努めます。 
生活環境課 - 

公 共 交 通 

の 利 用 促 進 

ＪＲ東日本に対し、越後線や弥彦線の列車運行の改善

や、増発などの要望活動を行います。 
生活環境課 

28 

49 

バス会社に対し、ＪＲ線との接続改善や低床式バスの

導入などの要望活動を行います。 
生活環境課 

28 

49 

民間路線バスの維持のため、運行費を補助します。 生活環境課 
28 

49 

市内循環バス・デマンド交通の利便性の向上、利用促

進に努めます。 
生活環境課 

28 

49 

｢パークアンドライド」の利用促進を図るため、駐車

場整備や普及に努めます。 
生活環境課 

28 

49 

歩きやすく、自転車が利用しやすい環境づくりに努め

ます。 

土 木 課 

都市計画課 

28 

49 

環境に配慮した

自動車の利用 

の 推 進 

〔発生源対策〕 

アイドリングストップをはじめとした、「エコドライブ」

の普及を図るため、各種情報の周知・啓発を行います。 
生活環境課 28 

低公害車（電気自動車やハイブリッド車、低排出ガス車、

低燃費車など）の導入推進のための啓発を行います。 
生活環境課 28 

公用車へのＢＤＦ（バイオディーゼル燃料）の利用を

推進します。 
生活環境課 28 

交通の円滑化 

の 推 進 

〔渋滞緩和対策〕 

道路や交差点の整備・改良により、道路交通の円滑化

を図ります。 

土 木 課 

都市計画課 

28 

49 

広域幹線道路などの整備を促進します。 
土 木 課 

都市計画課 

28 

49 

環境負荷の小さ

いコンパクトな

都市構造の形成 

〔都市機能の集約化〕 

総合計画や都市計画マスタープランと連携し、街なか

を重視した土地利用への誘導を推進します。 
都市計画課 - 

便利で快適な暮らし（歩いて暮らせるまち）を推進す

るため、都市機能の集積・適正配置を推進します。 
都市計画課 - 

廃棄物由来の 

CO２削減の推進 

廃棄物の焼却や埋立に伴う温室効果ガスの発生を抑

制するため、ごみの減量化・再資源化対策を推進しま

す。 

生活環境課 - 

他の産業分野の原料に廃棄物を活用するなどのリサ

イクル事業を推進します。 
生活環境課 - 

再生可能エネ 

ルギーの活用 

太陽光や風力などの再生可能エネルギーの活用を推

進します。 
生活環境課 

22 

60 

公共施設や民間事業所における屋根貸し事業を推進

します。 
生活環境課 

22 

60 
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(2) 低炭素型の暮らしの促進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

行 動 事 例 の 

周 知 ・ 啓 発 

暮らしの中で簡単に取り組める省エネや省資源の行

動事例などの情報を周知・啓発します。 
生活環境課 - 

「Fun to Share」※を活用し、低炭素社会の実現に向

けた取り組みを周知・啓発します。 
生活環境課 - 

自主的な活動 

の 支 援 

市民や各種市民団体などが実施する地球温暖化防止

活動を支援します。 
生活環境課 - 

エネルギーの 

効率的な利用 

の 推 進 

国や県、市によるさまざまな支援や対策の周知・普及

に努めます。 
生活環境課 - 

各種省エネや再生可能エネルギー（太陽光発電など）関

連の情報提供を行います。 
生活環境課 - 

   
※環境省による低炭素社会実現に向けた気候変動キャンペーン。地域・団体・企業が低炭素社会を実現するための

知恵・技術・取り組みを公表し、みんなで共有しようとするしくみ。 

 

 

(3) 二酸化炭素の吸収源対策の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

森林機能の充実 

森林所有者や森林組合などと連携し、間伐などを行

い、森林環境の保全を推進します。 
農 政 課 42 

森づくりに対する参画意識の高揚を図るための啓発

を行います。 
農 政 課 42 

街路樹の植樹や公園整備などによるまちの緑化を推

進します。 
都市計画課 - 

 

 

(4) その他温室効果ガス対策の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

メタン・フロン

類対策の推進 

「フロン排出抑制法」や「家電リサイクル法」「自動車

リサイクル法」に基づき、適正処理の啓発を行います。 
生活環境課 - 

「家畜排せつ物法」に基づいて、家畜糞尿の適正処理

を推進します。 
農 政 課 - 

 

 



  

20 

 

       

 第２節 ２．エネルギーや資源を有効に活用します 

 

 

 

 
 

  １．現状と課題 

私たちの生活は、大量のエネルギー資源を消費することで成り立っているといっても

過言ではありません。特に電化製品やマイカーの大型化・多機能化、１世帯あたりの保

有台数の増加が進んでいる今日においては、エネルギーの消費とともにたくさんの二酸

化炭素が排出され続けており、これが地球温暖化の大きな要因にもなっています。 

また、今日のエネルギー源として、石油などの化石燃料の依存度を下げていくことが

求められる一方で、太陽光や風力、水力、バイオマスといった何度も再生利用が可能な

自然エネルギーの導入を積極的に推進することが期待されています。 

このように地域におけるエネルギーの自給率を高めながら、需要面では安定供給され

るエネルギーを工夫しながら有効活用することが求められます。 
  
 
 

 

■市内の電気使用量の推移 

平成26年度における市内の電気使用量は約74,700万kWhとなっています。 

経年推移をみると、平成21年度に一旦大きく減少した後は、増減はあるものの、お

おむね横ばいで推移しています。一方、市町村合併当初の平成18年度と平成26年度を

比較すると、電気使用量は約10％減少しており、市内の省エネルギー化が進んでいる

ことがうかがえます。 
 

図．市内の電気使用量の推移 〔平成18～26年度〕 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 ：東北電力株式会社 新潟県央営業所 
 

 

 

■市内の都市ガス販売量の推移 

平成26年度における市内の都市ガス販売量は約3,600万㎥となっています。 

経年推移をみると、平成21年度に一旦減少した後、増減はありますが、緩やかな減少傾

向で推移していることから、市内の省エネルギー化が進んでいることがうかがえます。 

 

環境要素別目標②：エネルギー資源 

２．エネルギー資源を有効に活用します 

 

分野別目標Ⅰ．地球の恵みの“環”のなかで、みんなが健康で安心して暮らせるまち 【循環】 
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4,237 4,253 3,989 3,816 4,169 3,985 3,982 3,578 3,531 
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57,512 

48,177 
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図．市内の都市ガス販売量の推移 〔平成18～26年度〕 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料 ：白根ガス株式会社、蒲原ガス株式会社 
 

 

■省エネルギー化の普及状況 

  ・ＥＳＣＯ事業 

市では、｢燕市総合文化センター」と「防犯灯」において、新たな財政負担がない

形で既存設備を省エネルギー設備に改修でき、二酸化炭素排出量の削減や光熱水費

の削減に効果があるＥＳＣＯ※事業を導入しています。 

「燕市総合文化センター」によるＥＳＣＯ事業は、県央地域の公共施設として初

めて導入され、市とＥＳＣＯ事業者の間で省エネルギー改修工事などの事業契約を締

結し、平成25年度から運用しています。これにより、光熱水使用量は改修前に比べ

て約37％削減しました。また、｢防犯灯」では、市内12,098灯を全てＬＥＤ照明に交

換し、一般家庭の約200軒に相当する年間電気使用量を削減しています。 
 

※ESCO事業者が省エネルギーシステムを提供し、ランニングコストを下げる代わりに、軽減した電気代などの

光熱費からサービス料金を一定期間、受け取るシステム。ESCOとは、Energy Service Companyの略です。 
 

    
■再生可能エネルギーの普及・活用状況 

・太陽光発電 

市では一般廃棄物最終処分場跡地の

活用や再生可能エネルギーの普及拡大

のため、公募によるメガソーラー発電

所（想定発電量96万kWh）を平成24年８月か

ら稼働させました。 

また、平成24年11月には、屋根を貸し

てくれる事業者とその屋根を借りて発電

事業を行う発電事業者を募集し、両者の

マッチングを図ることで、更なる再生可能エネルギーの利用拡大を目的とした、「燕子

ども応援☀おひさまプロジェクト」を開始しました。このプロジェクトは、市有施設の

屋根も活用し、全市的な太陽光発電の普及に努めています。これによる本事業の契約数

は、民間企業で５施設、公共施設で11施設（平成27年２月20日現在）となりました。 

なお、これらの発電事業で得られた収益の一部は、「燕市子ども夢基金」に寄附し、

子どもの健やかな育成に役立てています。 

写真．一般廃棄物最終処分場跡地に整備されたメガソ

ーラー発電所 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：生活環境課 
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・バイオマスエネルギー 

市では、使用済みの天ぷら油（廃食用油）をごみとして捨てずに資源として回収し、

環境にやさしい新たなエネルギーとして再利用するため、平成19年８月から天ぷら油

を回収する取り組みを進めています。 

平成26年度末現在、回収場所は16箇所となり、回収された廃食用油は開始当初から

の累積で146,564㍑、精製されたＢＤＦ（バイオディーゼル燃料）は約13万㍑になりま

した。また、精製されたＢＤＦは、現在市の公用車（２台）に利用され、これに伴う

ＣＯ２削減効果は累計で約99ｔと試算されます。 

 

・下水熱の有効利用 

下水は大気に比べ冬は暖かく、夏は冷たい特性があることから、河川水や地下水など他の

温度差エネルギーに比べ取水量による影響を受けにくく、環境への影響が少ない資源です。 

下水道管渠に存在する下水熱の温度差エネルギーを活用することで、再生可能エネル

ギーの有効利用や省エネ、省ＣＯ２などの効果が期待できることから、今後計画している

下水道管路の更生工事に併せ、下水熱の有効利用の可能性を検討することにしています。 
 

   

  ２．施策の方向 

(1) 省エネルギー化の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

省 エ ネ 行 動 

の周知・啓発 

家庭や事業所でできる省エネ行動とその効果、省エネ

機器の情報などを周知・啓発します。 
生活環境課 59 

市役所の全事

務・事業におけ

る省エネの推進 

市役所の事務や事業における省エネ率先行動を推進

します。 
生活環境課 - 

公共施設（庁舎・学校など）に対する省エネ機器や設

備の導入に努めます。 

用地管財課 

学校教育課 

営繕建築課 

- 

公共施設におけるESCO事業を推進します。 生活環境課 60 

 

 

(2) 再生可能エネルギーの普及・活用 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

再生可能エネ 

ル ギーの活用 

太陽光や風力などの再生可能エネルギーの活用を推

進します。 
生活環境課 

18 

60 

公共施設や民間事業所における屋根貸し事業を推進

します。 
生活環境課 

18 

60 

公 共 施 設 に 

対する再生エネ

ルギーの導入 

公共施設（庁舎・学校・公園の街灯など）への再生可

能エネルギーの機器や設備の導入に努めます。 

用地管財課 

学校教育課 

営繕建築課 

- 

冬温かく、夏冷たい下水道管渠の熱利用の可能性につ

いて、今後行う管路更生工事と合わせて検討します。 
下 水 道 課 - 

終末処理場の下水汚泥の処理過程で発生する汚泥消

化ガスを燃料として活用するバイオマス発電事業の

実施を検討します。 

下 水 道 課 - 
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 第３節 ３．ごみの４Ｒと適正処理を推進します 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  １．現状と課題 

大量生産・大量消費の社会経済活動や利便性・快適性を追求する暮らしによって、貴

重な天然資源やエネルギーが消費され、大量のごみが生み出されました。 

国では、循環型社会の形成に向けた取り組みを推進しており、市でも「循環型社会形

成推進基本法」に定めている廃棄物処理の優先順位に基づいて、①ごみの発生抑制（リ

デュース）、②再使用（リユース）、③再生利用（リサイクル）、④熱回収、⑤適正処分を

推進していく必要があります。このうち、優先的な取り組みである①発生抑制、②再使

用、③再生利用のいわゆる「３Ｒ（スリーアール）」では、ごみの排出者となる市民や事業者

の協力が不可欠です。 

燕市では、この『３Ｒ』の考え方に加え、「不要なもの、余計なものを貰わない・断

る（リフューズ）ことで、ごみ自体の発生をなくす」ことにも挑戦する、『４Ｒ』の推進

が必要となっています。 
   
 

 

■一般廃棄物の排出量の推移 

平成26年度の年間ごみ排出量は33,871ｔであり、その内訳は生活系ごみが67％、事

業系ごみが33％、集団資源回収が0％でした。経年推移をみると、平成19年度をピーク

に緩やかな減少傾向にあります。 

一方、１人１日あたりのごみ排出量は、平成21年度以降は横ばい傾向ですが、各平

均数値が公表されている最新年度の平成25年度は1,180g／人・日で、県平均(1,039g／人・

日)や全国平均(958g／人・日)と比較すると、１～２割強程多いことから、これまで以上に

ごみの減量化を推進していく必要があります。 

 

図．市内の一般廃棄物排出量の推移 〔平成18～26年度〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

備考：種類ごとに端数処理をしているため、合計値が合致しない年度があります。 

資料：環境省「一般廃棄物処理実態調査結果（平成18年度～平成25年度)」、生活環境課(平成26年度） 

 

環境要素別目標③：ごみ・循環資源 

３．ごみの４Ｒと適正処理を推進します 

 

分野別目標Ⅰ．地球の恵みの“環”のなかで、みんなが健康で安心して暮らせるまち 【循環】 
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■一般廃棄物の再生利用率（リサイクル率）、最終処分率（埋立処分率）の推移 

経年推移をみると、再生利用率は減少傾向にあり、各平均数値が公表されている最

新年度の平成25年度の16.3％は、県平均(23.2％)や全国平均(20.6％)よりも低いことか

ら、資源物の回収方法や啓発の方法を検討するなどして、これまで以上に再資源化を

推進していく必要があります。 

また、最終処分率についても、平成25年度の20.6％は県平均(10.3％)や全国平均

(10.7％)よりも高いことから、更なるごみの減量化や再資源化に努める必要があります。 
 

図．市内の一般廃棄物の再生利用率（リサイクル率）、最終処分率（埋立処分率）の推移 〔平成18～26年度〕 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

資料：環境省「一般廃棄物処理実態調査結果（平成18年度～平成25年度)」、生活環境課(平成26年度） 

 
     

  ２．施策の方向 

(1) 廃棄物処理計画の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

廃棄物処理計画

の 推 進 

「燕市一般廃棄物処理実施計画」を毎年策定します。 生活環境課 - 

「燕市災害廃棄物処理計画」を策定し、災害時の廃棄物処

理を適切かつ迅速に行うための処理体制を構築します。 
生活環境課 - 

 

(2) ごみの減量化の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

ごみの減量化 

の 呼 び か け 

広報紙やラジオ、出前講座などを通じて、４Ｒを啓発

します。 
生活環境課 - 

ごみを作らない 

・出さない行動

の周知・啓発 

家庭や事業所で取り組むごみの発生抑制や減量化の

方策を周知・啓発します。 
生活環境課 58 

各種イベントなどにおいて４R活動を推進します。 生活環境課 
55 

58 

レジ袋の削減のため、マイバッグ利用促進を啓発します。 生活環境課 58 

 

(3) ごみの資源化の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

家庭系ごみの 

分別排出の徹底 

「ごみ・リサイクルガイドブック」や広報紙、出前講座

などを活用し、資源物とごみの分別排出を啓発します。 
生活環境課 - 

違反ごみなどへの対応を強化します。 生活環境課 - 
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施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

家庭系ごみの 

分別排出の徹底 

リサイクルボックス（再利用品回収箱）の設置など、

資源物の多様な回収ルートを整備します。  
生活環境課 - 

事業系ごみの 

排出管理の推進 
事業所ごみの減量化・再資源化対策を検討します。 生活環境課 - 

リ サ イ ク ル 

の 推 進 

費用対効果を見極めながら、集団資源回収や分別収集に

よる資源ごみの回収促進対策を検討します。 
生活環境課 58 

古紙などの有価物の分別とリサイクルを推進します。 生活環境課 58 

廃食用油やせん定枝、古布などの効率的なリサイクル

を推進します。 
生活環境課 58 

「小型家電リサイクル法」に基づいて、家庭で使用し

た小型家電のリサイクルを推進します。 
生活環境課 59 

「カンカンBOOK※」事業を推進します。 生活環境課 59 

「エコブックつばめ」事業を推進し、不要本の受入れ

や無料頒布を行います。 
社会教育課 59 

「燕市せん定枝リサイクル施設」にて、市内の家庭や公

園・ポケットパーク・街路樹・公共施設などの剪定枝

を土壌改良材（せんてい君）としてリサイクルします。 

「せんてい君」は希望する市民に配布します。 

生活環境課 48 

循環型ビジネス

へ の 支 援 

民間のリサイクル施設を活用します。 生活環境課 60 

庁舎におけるグリーン購入・調達物品の利用拡大を図

ります。 
用地管財課 60 

※市内事業所を対象に、飲用のアルミ缶・スチール缶を寄附してもらい、その売却益を児童館や児童研修館の絵本

などの購入費として活用する事業 
 

(4) ごみの適正処分の推進  

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

収集運搬計画 

の 推 進 

各地域の特性を踏まえた上で、収集体制の合理化を図

りながら、効率的な収集運搬体制を整備します。 
生活環境課 - 

ごみステーションの設置や管理などの要望を踏まえ、

適切に対応します。 
生活環境課 - 

中間処理計画 

の 推 進 

燕・弥彦総合事務組合と連携し、各中間処理施設の適

正管理や処理に伴う環境負荷の低減に努めます。 
生活環境課 - 

最終処分計画 

の 推 進 

燕・弥彦総合事務組合と連携し、最終処分場の適正管

理や最終処分場の延命化・拡張整備を推進します。 
生活環境課 - 

排出禁止物など 

へ の 対 応 

収集や持ち込みができないごみの取り扱いを啓発し

ます。 
生活環境課 - 

処理困難物の適正な処理ルートを確保するため、国・

県・各種業界団体に働きかけます。 
生活環境課 - 

不法投棄・不適

正処分への対応 

不法投棄・不適正処理（野焼きを含む）防止を啓発し、

関係機関との連携による巡回・監視を強化します。 
生活環境課 - 

不法投棄物の撤去・まちの環境美化活動を推進しま

す。 
生活環境課 - 
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 第４節 ４．澄んだ空、きれいな空気を守ります 

 

 

 

 
 

 

  １．現状と課題 

地球規模で循環する大気(空気)は、私たちになくてはならないものです。普段は殆ど

意識されませんが、大気がいったん汚染されると、人の健康や生活環境だけでなく、

自然環境や建築物などにも重大な悪影響を及ぼすことがあります。 

私たちの暮らしを維持するため、石油などの化石燃料が大量に使用されており、こ

れに起因する大気汚染が引き起こされています。 

澄んだ空やきれいな空気を維持するためには、総合的な観点から、大気汚染の防止

対策を継続的に実施していく必要があります。 
 
 

■大気環境の現況 

市内では燕測定局において、大気汚染物質（浮遊粒子状物質、二酸化窒素、光化学オキシダ

ントなど）の常時監視を行っています。 

調査結果では、二酸化窒素や浮遊粒子状物質では環境基準を満たす一方、光化学オ

キシダントは県内の全26測定局と同様、全ての年で環境基準を超過しています。 
 

表．燕測定局における環境基準の達成状況  ○：環境基準達成、×：環境基準未達成 

項目 ／ 年度 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

二 酸 化 硫 黄 長期 ○ ○ ○ ○ 廃止 廃止 廃止 廃止 廃止 

 短期 ○ ○ ○ ○ 廃止 廃止 廃止 廃止 廃止 

浮遊粒子状物質 長期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 短期 × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 

二 酸 化 窒 素  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ 

光化学オキシダント × × × × × × × × × 

環境基準は、以下のとおり。 

：二酸化硫黄【長期：0.04ppm以下、短期：0.1ppm以下】、二酸化窒素【0.04～0.06ppmゾーン内又はそれ以下】 

浮遊粒子状物質【長期：0.10mg／m3以下、短期：0.20mg／m3以下】、光化学オキシダント【0.06ppm以下】 

※有効測定時間に達しなかったことから、評価の対象外としました。 
備考１）二酸化硫黄の測定は、平成22年度以降、廃止されました。 

表．燕測定局における光化学オキシダントの環境基準「未達成」時間の割合状況 

項目 ／ 年度 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

光化学オキシダント 10.6% 11.9% 2.8% 8.9% 6.6% 6.2% 5.4% 5.5% 8.1% 

資料：新潟県県民生活・環境部環境対策課「大気汚染測定結果報告」 

備考２）オゾンやアルデヒドなどからなる気体成分の「光化学オキシダント」と、硝酸塩や硫酸塩などからなる固体成分の微

粒子が混合し、周囲の見通し（視程）が低下した状態を「光化学スモッグ」といいます。 

 

 

 

環境要素別目標④：大気環境 

４．澄んだ空、きれいな空気を守ります 

 

分野別目標Ⅰ．地球の恵みの“環”のなかで、みんなが健康で安心して暮らせるまち 【循環】 
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■工場や事業場に対する規制状況 

大気汚染防止法などの法令に基づく規制措置が進んだことで、工場や事業所による

産業型公害は大幅に減少してきており、一定の成果を上げています。 
  
表．市内における大気汚染防止法・県生活環境保全等条例に基づく施設などの設置状況  〔Ｈ26.3.31現在〕 

施設の種類 ばい煙発生施設 粉じん発生施設 揮発性有機化合物排出施設 

法・条例区分 大気汚染防止法 県条例 大気汚染防止法 県条例 大気汚染防止法 県条例 

工場・事業場数 

〔特定施設数〕 

56 社 

〔 132 施設 〕 

0 社 

〔 0 施設 〕 

2 社 

〔 3 施設 〕 

0 社 

〔 0 施設 〕 

2 社 

〔 2 施設 〕 

0 社 

〔 0 施設 〕 

資料：新潟県三条地域振興局健康福祉環境部 

 

 

■自動車排出ガスの状況 

市内の自動車保有台数は、平成18年度の63,187台から平成25年度の65,702台へと増

加傾向にあることから、交通量の増大や交通渋滞に伴う、自動車排出ガスによる大気

汚染が懸念されています。このため、低公害車の普及や交通渋滞の緩和などの対策を

講じていく必要があります。 

資料：平成18年度実績(平成19年３月31日現在)は｢新潟県勢要覧｣、平成25年度実績(平成26年3月31日)は新潟県

統計課「新潟県ベスト５及び主要指標」 

 

■PM2.5の状況 

PM2.5は、大気中に浮遊する2.5μm以下の微小粒子であり、非常に小さいことから肺の奥

深くまで入りやすく、呼吸器系や循環器系への影響が懸念されています。その発生源とし

て、人為起源（ばい煙発生施設や自動車）や自然起源（土壌・海洋・火山など）が考えられています。 

県内では、国が示した｢注意喚起のための暫定的指針｣（平成25年２月)に基づき、平成

25年３月から県や市町村などが連携し、県内で｢PM2.5の１日平均値が70μg/㎥を超え

る｣ことが予想された場合に、住民などに注意喚起を行う体制を整備しました。 

なお、PM2.5が基準値を大きく超過する場合には、大陸からの越境汚染や国内の都市汚

染が複合している可能性が高いことから、今後も注意深く監視していく必要があります。 
 

■大気、悪臭に対する苦情の状況 

平成26年度には大気苦情件数が４件、悪臭苦情件数が１件となっています。 

大気汚染や悪臭に関する苦情の多くは、住まいの周辺で行われる廃棄物の野外焼却

（野焼き）から発生する煙や飛び火を懸念するものや、悪臭が発生しやすい特定施設へ

の対処に関するものであることから、これらの苦情や相談に適切に対処していく必要

があります。また、畜産事業者には、家畜ふん尿の適正な管理を指導するなどして、

悪臭防止対策の徹底を図ります。なお、広域に渡る事案については、県や関係自治体

と連携して、解決に向けた取り組みが必要です。 
 

表．大気、悪臭苦情件数の推移 

項目 ／ 年度 
大  気 悪  臭 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

大気、悪臭苦情件数〔件〕 2 0 0 2 4 5 0 0 1 1 

資料：生活環境課 
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  ２．施策の方向 

(1) 環境監視体制の充実  

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

環境監視体制 

の 充 実 

県と連携し、燕測定局での大気環境の常時監視を継続

します。 
生活環境課 - 

光化学スモッグやPM2.5の注意報発令時の連絡体制

を維持します。 
生活環境課 - 

 

(2) 固定発生源などの大気汚染および悪臭対策の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

工場・事業場 

からの大気汚染

および悪臭対策

の 推 進 

公害防止協定に基づいて、施設の設置や規模の変更な

どの協議や確認を行います。 
生活環境課 

32 

37 

「悪臭防止法」や「家畜排せつ物法」などに基づいて、

悪臭を発生させている工場や事業所に対する指導を

行います。 

生活環境課 

農 政 課 
- 

焼却施設・工事

現場などからの

大気汚染および

悪臭対策の推進 

簡易焼却炉の使用や廃棄物の野外焼却（野焼き）の禁

止を啓発し、監視・指導を行います。 
生活環境課 37 

アスベストなどを使用する建築物の解体や改修事業

者への指導を行います。 

生活環境課 

営繕建築課 
- 

 

(3) 自動車排出ガス対策の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

公 共 交 通 

の 利 用 促 進 

ＪＲ東日本に対し、越後線や弥彦線の列車運行の改善

や、増発などの要望活動を行います。 
生活環境課 

18 

49 

バス会社に対し、ＪＲ線との接続改善や低床式バスの

導入などの要望活動を行います。 
生活環境課 

18 

49 

民間路線バスの維持のため、運行費を補助します。 生活環境課 
18 

49 

市内循環バス・デマンド交通の利便性の向上、利用促

進に努めます。 
生活環境課 

18 

49 

｢パークアンドライド」の利用促進を図るため、駐車

場整備や普及に努めます。 
生活環境課 

18 

49 

歩きやすく、自転車が利用しやすい環境づくりに努め

ます。 

土 木 課 

都市計画課 

18 

49 

環境に配慮した

自動車の利用 

の 推 進 

〔発生源対策〕 

アイドリングストップをはじめとした、「エコドライブ」

の普及を図るため、各種情報の周知・啓発を行います。 
生活環境課 18 

低公害車（電気自動車やハイブリッド車、低排出ガス車、

低燃費車など）の導入推進のための啓発を行います。 
生活環境課 18 

公用車へのＢＤＦ（バイオディーゼル燃料）の利用を

推進します。 
生活環境課 18 

交通の円滑化 

の 推 進 

〔渋滞緩和対策〕 

道路や交差点の整備・改良により、道路交通の円滑化

を図ります。 

土 木 課 

都市計画課 

18 

49 

広域幹線道路などの整備を促進します。 
土 木 課 

都市計画課 

18 

49 

沿道対策の推進 沿道の緑化のため、街路樹の維持管理を行います。 都市計画課 49 
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 第５節 ５．清らかな水を守り、大切に使います 

 

 

 
 

 

 

  １．現状と課題 

水は、大気中（蒸発、降雨）、地表（森林や農地などの土壌による保水、河川など）、地

下（地下水）、海を地球規模で循環しており、地球上の限りある資源として、全ての生

物の命を育む他、私たちの暮らしや産業にとっても不可欠な基本要素となっています。 

このうち、地表を流れる河川や海には、水の汚れをきれいにする自浄作用がありま

す。しかし、その能力を超える汚濁物質によって水が汚れると、人の健康や生活環境、

事業活動だけでなく、自然環境や生態系にも悪影響を及ぼすことがあります。 

燕市は、古く江戸時代から信濃川や中ノ口川、西川などの恵まれた水利を活かした

米づくりが盛んであり、治水・利水によって栄えてきたまちです。このような恵み豊

かな水環境を健全に循環させ、将来へ引き継いでいくためには、総合的な観点から、

水質汚濁の防止対策を継続的に実施していく必要があります。 
 

 

■公共用水域（河川）における水質の現況 

市では、県と連携して、水質測定計画に基づく公共用水域の水質を通年把握してお

り、市内では大河津分水路の渡部橋と大通川の桜田橋の水質測定を行っています。 

経年推移をみると、水質汚濁の代表的な指標であるＢＯＤ（生物化学的酸素要求量75％

値）は、大河津分水路および大通川とも全ての年度で環境基準を達成しており、水質も

ほぼ横ばいで推移しています。 
 

表．市内の公共用水域（河川）における水質の現況 〔ＢＯＤ75％値〕                （単位：mg／ｌ） 

観測地点 類型 環境基準 
年      度 

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

大河津分水路 

渡部橋 
Ａ 2以下 0.9 1.5 1.4 1.5 1.0 1.0 1.1 1.8 

大通川 

桜田橋 
Ｃ 5以下 2.6 3.7 2.6 3.2 3.2 2.9 3.7 3.1 

備考：75％値とは年間の日間平均値の全データをその値の小さい順に並べたときの0.75×n番目（nは日間平均値のデータ数）

の数値となります。また、河川におけるＢＯＤの環境基準の評価には75％値を用います。 

資料：新潟県県民生活・環境部環境対策課「公共用水域及び地下水の水質測定結果」 
 

 

    
■地下水・土壌汚染の現況 

県では、地下水質測定計画に基づく地下水の水質を通年把握しています。 

平成25年度に行われた市内の調査で環境基準を超過したのは、継続監視調査における塩

化ビニルモノマー（12地点中７地点）、1,2－ジクロロエチレン（12地点中３地点）、トリクロロ

エチレン（12地点中１地点）の３物質でした。 

県の考察では、これら３物質が検出された理由として、トリクロロエチレンは汚染原因

業種（金属製品製造業・繊維業・洗濯業など）が法規制以前に溶剤を不適切に取り扱ったこと

 

環境要素別目標⑤：水環境・水資源 

５．清らかな水を守り、大切に使います 

 

分野別目標Ⅰ．地球の恵みの“環”のなかで、みんなが健康で安心して暮らせるまち 【循環】 
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によるもの、塩化ビニルモノマーおよび1,2－ジクロロエチレンはトリクロロエチレンが

土中の微生物で分解されて生成されたことによるものとしています。 

 

  
■工場や事業場に対する規制状況 

工場や事業所などの事業系排水や地下浸透水による水質汚濁は、水質汚濁防止法な

どの法令に基づく規制措置が進んだことで、大きく改善されています。  
 

表．市内における水質汚濁防止法・県生活環境保全等条例に基づく施設などの設置状況 〔H26.3.31現在〕 

法・条例区分 水質汚濁防止法 県条例 

特 定 事 業 場 数 392 施設 1 施設 

資料：新潟県三条地域振興局健康福祉環境部 
 

表．水質苦情件数の推移 

項目 ／ 年度 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

水質の苦情件数（件） 1 0 1 2 0 

資料：生活環境課 

 

 

■生活排水処理対策の進捗状況 

事業系排水による水質汚濁が改善される一方で、生活排水による水質汚濁が問題と

なっています。県の調査によると、信濃川水系の汚濁負荷量で最も大きいのが、全体

の６割を占める「生活排水(し尿＋雑排水)」です。 

市内の汚水処理人口普及率は増加傾向にありますが、平成25年度末現在で56.2％に

とどまっており、全国平均(88.9％)や県平均(84.7％)と比べても低い状況です。このため、

今後も計画的かつ合理的に下水道整備や合併処理浄化槽設置を推進していく必要があ

ります。 

一方、実際に施設を利用(接続)している人は35.7％(29,499人、平成25年度末)であり、前

回計画時の23.2％(19,536人、平成18年度末)から12.5ポイント増加しましたが、残りの

64.3％（53,212人）に相当する人は、生活雑排水を未処理のままで放流しています。こ

のため、下水道の整備に併せて、各戸の下水道接続率を向上させることが必要です。 
 

図．新潟県内主要河川のＢＯＤによる汚濁負荷量の発生源別割合 〔H23.3現在〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「新潟県の環境 平成26年版」 
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表．全国・新潟県・燕市における汚水処理人口普及率（施設整備率）の状況 〔平成25年度末〕 

区分 
汚水処理人口普及率 

計 
下 水 道 集落排水施設 

コミュニティ 

・プラント 

合併処理 

浄化槽 

全 国 88.9％（82.4％） 77.0％ 2.8％ 0.2％ 8.9％ 

新潟県 84.7％（74.4％） 71.5％ 7.8％ － 5.4％ 

燕市 56.2％（42.6％） 45.1％ － － 11.1％ 

備考①：汚水処理人口普及率とは、総人口のうち、生活排水処理施設の整備が完了した地域に在住する人口割合をいいます。 

備考②：計の（ ）値は、前回計画時（平成18年度実績）の汚水処理人口の普及率を示します。 

資料：全国値は、農林水産省・国土交通省「平成25年度末の汚水処理人口普及状況について」(平成26年９月10日） 

新潟県および燕市は、新潟県報道資料「新潟県の汚水処理人口普及率（平成25年度末）」(平成26年７月31日） 

 

 

図、表．市内の生活排水の処理形態別人口（実際の施設利用者の割合）の状況 〔平成25年度、単位：人〕 

図、表．市内の生活排水の処理形態別のＢＯＤ汚濁負荷量の状況 〔平成25年度、単位：kg／日〕 

生活排水処理形態区分 

生活排水処理形態別人口 BOD汚濁負荷量(計算値) 

人口 
（人） 

割合 
（％） 

負荷量 
（kg／日） 

割合 
（％） 

行政区域内人口 82,711 100.0% 1,742 100.0% 

1．計画処理区域内人口 82,711 100.0% 1,742 100.0% 

 2．水洗化・生活雑排水処理人口 29,499 35.7% 118 6.8% 

  下水道 24,605 29.7% 98 5.6% 

  集落排水施設 0 0.0% 0 0.0% 

  コミュニティ・プラント 0 0.0% 0 0.0% 

  合併処理浄化槽 4,894 5.9% 20 1.1% 

 3．水洗化・生活雑排水未処理人口（=単独処理浄化槽） 37,539 45.4% 1,201 68.9% 

 4．非水洗化人口 15,673 18.9% 423 24.3% 

  汲み取りし尿 15,673 0.0% 423 24.3% 

  自家処理 0 0.0% 0 0.0% 

 5．計画処理区域外人口 0 0.0% 0 0.0% 

備考：各割合は、小数点以下第１位で表記しているため、合計値が100.0％にならない場合があります。 

資料：環境省「一般廃棄物処理実態調査 平成25年度調査結果」(平成27年３月６日公表） 
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  ２．施策の方向 

(1) 環境監視体制の充実 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

環境監視体制 

の 充 実 

公共用水域の水質調査を定期的に行います。 生活環境課 - 

県と連携し、地下水の水質調査を定期的に行います。 生活環境課 - 

県と連携し、土壌汚染・地下水汚染情報を収集して、

適切に対応します。 
生活環境課 - 

 
 

 

(2) 工場・事業場などの排水対策の推進  

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

工場・事業場など

の排水対策の推進 

公害防止協定に基づいて、施設の設置や規模の変更

などの協議や確認を行います。 
生活環境課 

28 

37 
  
 

 

(3) 生活系排水対策の推進  

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

生 活 系 排 水 

対 策 の 推 進 

「汚水処理施設整備長期構想」などに基づき、下水道

の整備や合併処理浄化槽の設置普及に努めます。 

下 水 道 課 

生活環境課 
- 

下水道未接続世帯に対し、下水道の果たす役割の重要

性と各種接続支援制度をＰＲし、接続率向上に努めま

す。 

下 水 道 課 59 

浄化槽の適正な維持管理を推進するため、設置者（世帯

主など）や浄化槽管理事業者への啓発・指導を行います。 
生活環境課 59 

各家庭で行う適正な生活排水対策を啓発します。 生活環境課 59 

廃食用油のリサイクル運動を推進します。 生活環境課 - 

 

 

(4) 地下水・土壌汚染対策の推進  

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

地下水・土壌汚染

対 策 の 推 進 

有害物質を使用する事業場などの情報収集に取り組

みます。 
生活環境課 - 

県や農協と連携し、農薬や化学肥料などの適正使用

や、家畜排泄物の適正処理を指導します。 
農 政 課 - 
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(5) 水資源の循環的利用対策の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

安 全 な 水 の 

確 保 と 供 給 

老朽化した浄水場の整備・更新の推進により、安全で

おいしい水の安定供給に努めます。 
水 道 局 - 

原水の監視や浄水場における水質管理を徹底します。 水 道 局 - 

節 水 の 推 進 

と水循環利用 

の 推 進 

水道水の節水を促す啓発を行います。 水 道 局 - 

水道管の老朽化に伴う漏水を防止するため、配水管の布

設替えを推進するなどして、有効水量の向上を図ります。 
水 道 局 - 

燕市下水終末処理場の処理水の再利用を検討します。 下 水 道 課 - 

地 下 水 の 

涵 養 

消雪用などの利用で冬期に一時的に地下水位が低下

することから、消融雪設備の効率的な運転に努めま

す。 

土 木 課 - 
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 第６節 ６．健やかで安らぎのある暮らしを守ります 

 

 

 
 

 

  １．現状と課題 

現代社会では空気や水の汚染の他にも、人の健康や生活環境を損なう公害問題があ

ります。例えば、音は心を和ませることもありますが、騒音トラブルの原因となるこ

ともあり、地域の実情に応じた適切な対応が求められます。 

一方、私たちの暮らしや事業活動では、さまざまな化学物質が用いられ、その恩恵

を受けています。しかしながら、わずかな量でも長い間体に蓄積され、ガンや神経障

害などを引き起こす恐れのある有害な化学物質も存在することから、これらの影響が

生じないために適切な対策を講じる必要があります。また、福島第一原子力発電所事

故の放射能汚染を考えると、柏崎刈羽原子力発電所から一部が30km圏内となる当市に

おいては、市民の安心・安全性を考えたときに、監視体制を強化する必要があります。 
 

 

■騒音・振動の現況 

平成26年度に実施した騒音調査によると、一般環境騒音・自動車交通騒音の全ての

調査地点において、環境基準を超過していた地点はありませんでした。 

騒音は、個人差や慣れが大きく作用するため、主観的な判断に左右されやすいとい

う特徴があり、市内の苦情件数においても騒音件数は毎年上位を占めています。 

このため、工場騒音や近隣騒音においては意識啓発や指導を進めていく一方、自動

車騒音においては監視体制を継続的に続けていく必要があります。 
 

 

表．一般環境騒音・自動車交通騒音 〔平成26年度調査〕  

No. 用途地域 類型 
等価騒音レベル 

昼間  夜間  

① １種住居 Ｃ 67 60 

② １種住居 Ｂ 66 58 

③ １種住居 Ｂ 65 59 

④ 準工業 Ｃ 63 59 

⑤ 地域外 Ｂ 57 53 

⑥ 近隣商業 Ｃ 67 54 

資料：生活環境課 

 

 

表．騒音・振動・その他苦情件数の推移 

項目 ／ 年度 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

騒音の苦情件数 （件） 6 3 11 4 4 

振動の苦情件数 （件） 0 0 1 0 0 

その他の苦情件数（件） 9 0 1 5 5 

資料：生活環境課 

 

 

 

 

環境要素別目標⑥：騒音・振動・化学物質など 

６．健やかで安らぎのある暮らしを守ります 

 

分野別目標Ⅰ．地球の恵みの“環”のなかで、みんなが健康で安心して暮らせるまち 【循環】 
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表．市内における騒音規制法・振動規制法・県生活環境保全等条例に基づく施設などの設置状況 〔H26.3.31現在〕 

区 分 騒 音 関 係 振 動 関 係 

法・条例区分 騒音規制法 県条例 計 騒音規制法 県条例 計 

特定事業場数 

〔特定施設数〕 

583社 
〔 2,720施設〕 

1,353社 
〔 6,760施設〕 

1,936社 
〔 9,480施設〕 

494社 
〔 3,632施設〕 

57社 
〔167施設〕 

551社 
〔 3,799施設〕 

資料：生活環境課  
 

■有害大気汚染物質モニタリングの現況 

県では９市町の全13地点で、毎月１回、有害大気汚染物質の通年調査※を実施してお

り、市内では「燕局（燕市白山町）」で調査が行われています。 

平成25年度の調査結果によると、燕局ではいずれの物質も環境基準や指針値を達成

していますが、トリクロロエチレン濃度が他都市に比べて高くなっています。その要因と

して、燕市が日本を代表する金属加工産業の集積地であり、金属製品製造業が多いこ

とが考えられています。 
 

表．市内および県内における有害大気汚染物質の監視結果 〔平成25年度〕 

有害大気汚染物質 単位 

燕市 新潟市 長岡市 上越市 

全国平均 
①環境基準 

②指針値 
燕 亀田 長岡工業高校 西福島 

発生源周辺 一般環境 発生源周辺 一般環境 

ベ ン ゼ ン ug／m3 0.74 0.68 0.80 0.68 1.1 ① 3 

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン ug／m3 13 1.7 0.36 0.14 0.53 ① 200 

テトラク ロロエチレン ug／m3 0.081 0.12 <0.06 <0.06 0.15 ① 200 

ジ ク ロ ロ メ タ ン ug／m3 0.89 0.74 0.58 4.6 1.6 ① 150 

ア ク リ ロ ニ ト リ ル ug／m3 <0.03 <0.015 <0.03 <0.03 0.077 ② 2 

塩 化 ビ ニ ル モ ノ マ ー ug／m3 <0.03 <0.015 <0.03 <0.03 0.032 ② 10 

ク ロ ロ ホ ル ム ug／m3 0.089 0.12 0.074 1.3 0.21 ② 18 

1 , 2 - ジ ク ロ ロ エ タ ン ug／m3 0.13 0.097 0.11 0.12 0.17 ② 1.6 

1 , 3 - ブ タ ジ エ ン ug／m3 0.046 0.036 0.044 0.054 0.12 ② 2.5 

酸 化 エ チ レ ン ug／m3 0.049 0.081 0.046 0.15 0.085  

塩 化 メ チ ル ug／m3 1.4 1.4 1.4 5.9 1.5  

ト ル エ ン ug／m3 3.4 3.3 3.0 5.0 7.6 － 

ア セ ト ア ル デ ヒ ド ug／m3 1.0 0.95 1.2 0.94 2.2 － 

ホ ル ム ア ル デ ヒ ド ug／m3 1.6 1.8 3.3 1.8 2.7 － 

ベ ン ゾ ［ ａ ］ ピ レ ン ng／m3 0.078 0.066 0.075 0.11 0.23 － 

水 銀 及 び そ の 化 合 物 ng／m3 2.1 1.5 2.0 2.0 2.0 ② 40 

ニ ッ ケ ル 化 合 物 ng／m3 3.2 2.2 1.4 11 4.3 ② 25 

ヒ 素 及 び そ の 化 合 物 ng／m3 1.4 0.51 1.0 1.3 1.7 ② 6 

ベリリウム及びその化合物 ng／m3 0.017 <0.012 未測定 未測定 0.023 － 

マンガン及びその化合物 ng／m3 20 6.9 16 21 25 ② 140 

クロム及 びその化合物 ng／m3 7.5 1.6 <2.5 20 5.1 － 

備考：表示データは、年平均値（当該地点における複数回の測定結果の算術平均値）です。 

資料：環境省「平成25年度 大気汚染状況について(有害大気汚染物質モニタリング調査結果) | 資料編 」(平成27年3

月31日）、新潟県「有害大気汚染物質モニタリング／過去の有害大気汚染物質の測定結果 (平成25年度)」 
※ベンゼンを含む４物質には環境基準が、水銀を含む９項目には指針値が定められています。 

 

 

■ダイオキシン類対策の現況 

ダイオキシン類による環境汚染防止や人の健康の保護を図ることを目的として、

「ダイオキシン類対策特別措置法」が制定され、大気・水質・底質・土壌汚染に係る

環境基準が定められました。県がこれまで実施したダイオキシン類調査のうち、市内

の調査結果ではいずれの調査地点も環境基準を達成しています。 
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表．市内におけるダイオキシン類の測定結果〔大気編〕 

区分 地点 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 環境基準 

大気 燕局 0.055 0.042 0.047 0.031 0.035 0.018 0.018 0.017 0.020 0.6以下 

備考①：表示データは、年平均値（有効数字２桁表示）です。 

備考②：単位は[pg-TEQ／㎥] 

資料：新潟県県民生活・環境部環境対策課「大気汚染測定結果報告」  
 

表．市内におけるダイオキシン類の測定結果〔地下水、土壌編〕 

区分 地点 調査日 測定結果 環境基準 

地下水 燕市杣木 H18.08.01 0.073 1 以下 

土壌汚染 燕市吉田下町地内の神社 H20.12.10 6.7 1,000以下 

備考①：地下水の単位は[pg-TEQ／㍑]、土壌汚染の単位は[pg-TEQ／g] 

資料：新潟県県民生活・環境部環境対策課「公共用水域及び地下水の水質測定結果」 

 

表．市内におけるダイオキシン類対策特別措置法に基づく施設などの設置状況 〔H26.3.31現在〕 

区 分 大気関係 水質関係 総数（重複あり） 

特定事業場数 

〔特定施設数〕 

3 社 

〔6施設〕 

3 社 

〔3施設〕 

1 社 

〔0施設〕 

資料：新潟県三条地域振興局健康福祉環境部 

 

 

■PRTR法による化学物質対策の現況 

事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進するため、「特定化学物質の環

境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」(PRTR法)が制定され、平成

14年４月から化学物質排出移動量届出制度※(PRTR制度)が始まりました。 

平成25年度の本制度における市内の届出件数と排出量は、県内の30市町村中、届出

件数が上位から４番目、排出量が上位から２番目となっています。 

 

図．県内市町村別のPRTR制度の届出件数および排出量の状況 〔平成25年度〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：新潟県県民生活・環境部環境対策課「新潟県における平成25年度ＰＲＴＲデータの集計結果」（グラフは県

内市のみ表示。町村は値が少ないため省略しています。） 

※本制度は、ダイオキシン類やその他の有害性のある多種多様な化学物質が、どれくらい環境中に排出されたか(排出

量)、どれくらい廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたか(移動量)を把握・集計し、公表するしくみです。  
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  ２．施策の方向 

(1) 環境監視体制の充実  

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

環境監視体制 

の 充 実 

一般環境騒音・自動車交通騒音の調査を定期的に行い

ます。 
生活環境課 - 

県と連携し、有害大気汚染物質の調査を定期的に行い

ます。 
生活環境課 - 

県と連携し、環境放射線モニタリングポストにて、空

間放射線量を24時間体制で監視します。 
防 災 課 - 

 

(2) 騒音・振動対策の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

工場・事業場 

か ら の 

騒音・振動対策

の 推 進 

「騒音規制法｣や｢振動規制法｣、｢新潟県生活環境の保全

等に関する条例｣などに基づき、工場や事業所、特定建

設作業場に対する規制・立入検査・指導を行います。 

生活環境課 - 

店舗などからの 

騒音・振動対策

の 推 進 

深夜営業の飲食店や店舗に対して、周辺の生活環境へ

の配慮を促します。 
生活環境課 - 

生 活 環 境 

保 全 の 推 進 

各家庭に対して、日常生活に伴う騒音や振動を防止す

るため、自主的な対策や配慮を促します。 
生活環境課 - 

 

(3) 有害化学物質対策の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

工場・事業場 

か ら の 

有害化学物質 

対 策 の 推 進 

公害防止協定に基づいて、施設の設置や規模の変更な

どの協議や確認を行います。 
生活環境課 

28 

32 

県と連携し、有害化学物質の排出抑制を図るための施

設整備などの情報を提供します。 
生活環境課 - 

焼却施設など 

か ら の 

有害化学物質 

対 策 の 推 進 

簡易焼却炉の使用や廃棄物の野外焼却（野焼き）の禁

止を啓発し、監視・指導を行います。 
生活環境課 28 

生 活 環 境 

保 全 の 推 進 

公園や街路樹、植栽などへの農薬の使用を抑制すると

ともに、使用の際は注意事項を守り使用します。 

都市計画課 

土 木 課 
- 

各家庭や事業所に対し、園芸時の農薬の取扱い（使用の抑

制や、毒性の低いものを優先的に使用など）を啓発します。 
生活環境課 - 

 

(4) その他公害防止の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

そ の 他 

公 害防止推進 

関係法令などに基づく規制基準を遵守し、日照阻害に

係る指導を行います。 

営繕建築課 

生活環境課 
- 
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 第７節 ７．身近な自然と共生し、公益的機能を守ります 

 

 

 

 
 
 

  １．現状と課題 

市内には、里山や田園、公園、河川といった自然環境がすぐそばにあります。 

これらの自然は、野生生物の命を育むだけでなく、自然災害を防いでくれたり、二

酸化炭素を吸収して酸素を供給したり、汚れた水を浄化してくれたりと、私たち人間

に直接的・間接的な恩恵を与えてくれています。（これらの恩恵を総称して、｢公益的

機能」と呼んでいます。） 

このような身近な自然は、多くが人為的な整備や管理がなされる場所にあって、農

林業の舞台にもなっています。このため、農林業を単なる経済活動として捉えるだけ

でなく、環境保全の一翼を担う公益活動の場として捉え、これらの公益的機能の保全

に努めていく必要があります。 
      

■市内の地形や土地利用からみる自然環境の分布状況 

市内の地形は、西部に国上山を中心とした里山があるものの、その大部分が信濃

川水系の河川で囲まれた平坦地です。また、雪国の新潟県にあっては比較的温暖で

あり、降雨や積雪量が少ない穏やかな気象条件となっていることから、土壌・水源・

日照に恵まれた全国屈指の穀倉地帯（越後平野）として、稲作を中心に野菜や果樹な

どの栽培が盛んに行われ、市内の面積の約５割が田・畑で占められています。 

このような土地利用状況から、市の自然環境としては、「国上山を中心とする地

域」、大河津分水路・中ノ口川・西川などの「信濃川水系を中心とする水辺周辺」、

市域面積の約半分を占める「水田をはじめとする農地」に大きく分類することがで

きます。 

■国上山を中心とした地域の自然環境 

国上山は、国内で最初に制定された国定

公園である「佐渡弥彦米山国定公園」にあ

ります。 

国上山周辺には、貴重な生物が生息して

いますが、担い手の減少が原因で、間伐な

どの手入れが行き届かずに放置される森

林が増加しています。 

■信濃川水系を中心とした「水辺周辺」の自然環境 

市内には、北流する信濃川や中ノ口川、西川の他にも、大河津分水路や大通川放水

路などの河川や用排水路が数多くあり、これらの水辺は、憩いの場として、市民に深

く根づいています。しかしながら、河川や農業用排水路の水質悪化、ごみの不法投棄な

どによって、メダカやホトケドジョウ、チュウサギ、トモエガモといった絶滅危惧種や

写真．国上山 

 

 

環境要素別目標⑦：身近な自然 

７．身近な自然と共生し、公益的機能を守ります 

 

分野別目標Ⅱ．自然とのふれあいのなかで、みんなが快適に暮らせるまち 【共生】 
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在来種が生息できる環境が減少しつつあり、市民がこれらの生物を目にする機会も減っ

てきています。また、汚れた水でも生息できる生物種や繁殖力の強い外来種が増加する

など、水辺の生態系の変化が課題となっています。 

市民および中学生に実施した環境意識調査によると、「川・沼・池の水がきれいな

こと」に満足している回答割合※はともに４割に満たないことから、今後も引き続き

生物と共生できる水辺環境の復元が望まれます。 
※「満足」と「やや満足」を合わせた回答割合（以下、同じ。） 

■水田をはじめとする農地の自然環境 

市内には、“米どころ新潟”を支える田園地帯が広がっていますが、近年では

農業従事者の高齢化や後継者不足が進んでおり、農村集落機能の維持が課題とさ

れています。 

しかしながら、水田をはじめとする農地は単に農作物の供給機能を果たすだけ

でなく、美しい景観形成や貯水機能、水生生物の生息環境保全機能、文化の伝承

などといった、多面的な公益的機能を果たすことから、今後も環境保全効果の高

い農地の保全が求められます。 

■天然記念物 

市内にある天然記念物として、県

指定の｢国上山のブナ林｣や｢八王寺

の白藤｣、市指定の｢柳山の大躑躅(ツ

ツジ)」や「小高の大躑躅(ツツジ)｣、

｢灰方の大欅(ケヤキ)」があります。 

これらの天然記念物は、市の財産

としてこれからも保存していく必要

があります。 

資料：教育委員会社会教育課「燕市所在の

文化財一覧（2011.9.30現在）」 

■野生生物への対応（有害鳥獣の被害防止） 

市内では、住民の生活様式の変化などに伴い、自然環境が変化し、生態系の異変や

身近な野生生物の生息域の拡大といった現象が起き始めています。 

タヌキやハクビシンは、以前は分水国上地区などの中山間地で見かけられましたが、

近年は平野部まで生息範囲を拡大させており、農業被害だけでなく、住宅の屋根裏に

侵入するなど、新たな被害が発生するようになりました。 

また、市街地では以前からカラスやハト、ムクドリによる農作物被害が確認されて

います。 

このため、市では平成24年度に、農作物被害の軽減を目的とした「燕市鳥獣被害防

止計画」を策定し、カラス・ハト・ムクドリ・タヌキ・ハクビシンの５種を有害鳥獣

に指定し、捕獲・駆除対策を講じてはいますが、生息地が広域化していることから、

今後も引き続き有害鳥獣の被害防止対策に取り組んでいく必要があります。 

 

 

写真．八王寺の白藤  
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■自然災害対策の状況 

近年発生した自然災害として、新潟県中越沖地震（H19.7.16発生）や東日本大震災

（H23.3.11発生）、新潟・福島豪雨（H23.7.26～30発生）は記憶に新しいところですが、

このような自然災害はいつどこで起きてもおかしくない状況となっています。 

市では、過去に起きた大きな自然災害の教訓を踏まえて再点検を加えた「燕市地域

防災計画」を平成24年度に改訂し、防災体制の整備を図るなどして、災害に強いまち

づくりを進めています。また、自然災害による人的被害を抑制するため、「燕市洪水・

土砂災害ハザードマップ」や「土砂災害ハザードマップ」の作成、避難情報等の緊急

情報伝達手段の整備および周知に取り組んでいるところです。 

今後も自然災害の未然防止や被害軽減の対策を組み合わせるとともに、市民と市が

一体となった災害対策を推進していく必要があります。 

■市民参加による自然保護・育成活動の状況 

市内では、自然保護に関心を寄せる各種ボランティア市民団体による公用地や街路

における植樹や育樹活動が展開されています。今後もこのような市民参加による自然

保護活動の裾野を広げる取り組みが必要となっています。  

表．市民による緑化活動の状況 

活動団体名 活動紹介（緑化などの取り組みに関する内容を抜粋） 

大 曲 河 川 公 園 

フ ァ ン ク ラ ブ 

・大曲河川公園で燕市と協働で緑化活動を、市民の参加を得て行っています。 

 過去には、植栽会としてドウダンツツジやアジサイなど2,017本の他、ハー

ブや花の苗を植えました。また、燕楽花絵の巻として、新潟花絵プロジェク

トの一環でチューリップによる花絵を作成しています。 

ネットワークみどり緑 

・市民参加による公園づくりと管理を行うため、平成14年７月に発足しました。 

・燕市と三条市の境界にある燕三条地場産業振興センターに隣接する「須頃郷

第２号公園」の公園づくりを行っています。 

・同公園には、約800本の樹木や山野草を植栽し、両市の境界にはシンボルツ

リーを植えました。 

小中川の森づくりを 

進 め る 会 

・小中川小学校のグランド北側で、小中川の森づくりに取り組んでいます。 

・ＰＴＡとの共催による植樹祭を開催し、地域・保護者・子どもたち・学校職

員で植樹を行ってきました。 

・現在は、育樹に取り組んでいます。 

分水さくらを守る会 

・大河津分水路、国上山遊歩道の桜の不要枝木をせん定し、桜並木の保全活動

をしています。 

・採取した桜の種を蒔き、発芽した桜の苗木を大河津分水路、国上山周辺およ

び信濃川に植栽し、万本桜を推進しています。 

・道の駅「国上」周辺に「ひまわりやコスモス」の花畑を造成し、花の里づく

り活動を行っています。 

里 山 仕 事 隊 
・国上山や弥彦山の倒木整理や枯木伐採などをしながら、自然保護活動に取り

組んでいます。 

資料： 都市計画課 
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  ２．施策の方向 

(1) 水辺環境の保全・活用 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

自然護岸による

河川改修の推進 

河川の改修工事に合わせて、自然護岸の整備を促進し

ます。 
土 木 課 45 

景観や親水性に配慮した水辺空間の整備を促進しま

す。 

土 木 課 

都市計画課 
45 

 

 

(2) 農地環境の保全・活用 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

農 地 の 

確 保 と 保 全 
「燕市農業振興地域整備計画」を推進します。 農 政 課 - 

環境にやさしい

農 業 の 推 進 

環境保全型農業を推進するため、有識者や関係機関を

交えた研修会を開催し、その情報の普及に努めます。 
農 政 課 42 

エコファーマーの育成や県特別栽培米の取り組みを

支援します。 
農 政 課 60 

関係団体と連携し、農薬や化学肥料を軽減した、環境

にやさしい米づくりの支援や指導に取り組みます。 
農 政 課 60 

農村地域における緑化・花づくりなど、「農」にふれ

あう機会の場を提供します。 
農 政 課 - 

水田地帯における「みどりの畦畔（あぜ）づくり運動」

を推進します。 
農 政 課 - 

生分解性に優れた農業資材やリユース・リサイクルが

可能な農業用資材の情報提供に努めます。 
農 政 課 - 

農業生産基盤の

整 備 の 推 進 

「燕市水田フル活用ビジョン」や「ＪＡ農業戦略プラ

ン」に基づき、農業経営の体質改善強化を推進します。 
農 政 課 - 

「燕市農業再生協議会」を核とし、認定農業者を育成・

支援、法人化などを視野に入れた足腰の強い農業経営

の構築を図ります。 

農 政 課 - 

ほ場整備事業などの土地改良事業を推進します。 農 政 課 - 

関係団体と連携し、消費者ニーズに応じた燕ブランドの特産

品の開発を目指すとともに、販売経路の開拓を促進します。 
農 政 課 - 

地産地消・食育

の 推 進 

学校給食に市産農作物を積極的に取り入れるなどし

て、食育の充実を図ります。 
学校教育課 51 

学校と連携し、農業や農地の多面的な公益的機能を学

ぶ機会として、「食育」の体験学習を実施します。 
学校教育課 - 

農業イベントを開催し、生産者と消費者との交流を育

むことで、地産地消や食育の大切さをＰＲします。 
農 政 課 - 

「市民農園」を通じて、市民が｢農｣にふれあう機会の

場を創出します。 
農 政 課 45 
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(3) 野生生物への対応（有害鳥獣の被害防止） 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

自 然 保 護 の 

意 識 高 揚 に 

向 け た 啓 発 

自然の保護や育成を主体に活動する各種団体を広報

紙や市のホームページなどで紹介します。 

生活環境課 

社会教育課 
- 

自然保護意識の高揚を図るための啓発に努めます。 
生活環境課 

学校教育課 
- 

在来種・生態系の 

保護・保全の推進 

外来園芸種の適正な管理の徹底や、外来動物・魚類・

昆虫類・両生類などの放逐禁止を啓発します。 
生活環境課 - 

野生鳥獣の違法捕獲や無許可飼養についての行政指

導・取り締まりを強化します。 
生活環境課 - 

保 存 樹 木 林 

な ど の 指 定 

県や市が指定する天然記念物（樹木）の保護に努めま

す。 
社会教育課 48 

市内にある名木・巨樹・老樹などを把握し、保存樹木

林に指定するなどして、保存管理に努めます。 
社会教育課 48 

鳥獣被害防止 

対 策 の 推 進 

猟友会燕支部と連携し、農作物に被害をあたえる有害

鳥獣の捕獲に努めます。 
農 政 課 - 

県・警察署・鳥獣保護員などと連携し、有害鳥獣によ

る人的被害状況の情報収集を行うとともに、被害防止

対策の普及・啓発に努めます。 

生活環境課 - 

水 田 地 帯 の 

環境保全の推進 

環境保全型農業を推進するため、有識者や関係機関を

交えた研修会を開催し、その情報の普及に努めます。 
農 政 課 41 

森林機能の充実 

森林所有者や森林組合などと連携し、間伐などを行

い、森林環境の保全を推進します。 
農 政 課 19 

森づくりに対する参画意識の高揚を図るための啓発

を行います。 
農 政 課 19 

     
 

 

(4) 自然災害の防止 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

治水・排水対策 

の 推 進 

国や県と連携し、信濃川や大河津分水路、中ノ口川な

どの一級河川や二級河川の改修を推進するなどして、

治水機能の強化に努めます。 

土 木 課 - 

市街地からの排水機能を向上させるため、冠水防止対

策を推進します。 

土 木 課 

下 水 道 課 

都市計画課 

- 

豪雨時の道路冠水に際し、速やかに初動対応を行うた

め、冠水の多い箇所に監視カメラを設置し、遠隔監視

を行います。 

土 木 課 - 
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施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

自 然 災 害 の 

未然防止と被害

軽減対策の推進 

万が一の自然災害に備え、｢燕市地域防災計画」に基づ

く、平常時の災害予防対策、災害発生時の応急、復旧・

復興対策を推進します。 

防 災 課 - 

関係機関と連携し、防災体制や災害時応援協定体制を

整備します。 
防 災 課 - 

河川氾濫を想定した「洪水・土砂災害ハザードマップ」

や、土砂災害(特別)警戒区域を示した「土砂災害ハザ

ードマップ」を周知します。 

防 災 課 - 

防災体制の強化のため、自主防災組織の結成促進と育

成のための支援に努めます。 
防 災 課 - 

市民の防災意識を高めるため、防災訓練や防災講習会

などを行います。 

防 災 課 

学校教育課 
- 

 

 

(5) 市民による自然保護・育成活動の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

市 民 に よ る 

緑化活動の推進 

市民参画による公園・緑地の管理体制を充実します。 都市計画課 

45 

48 

58 

自治会や各種市民団体に花苗を提供するなどして、

「花いっぱい運動」を推進します。 
都市計画課 

48 

58 

市 民 に よ る 

美化活動の推進 
地域住民による環境美化活動を支援します。 生活環境課 - 
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 第８節 ８．さまざまな機会を通じて「つばめの自然」にふれあい

ます 

 

 

 
 

  １．現状と課題 

自然を守るには、自然のメカニズムといった科学的知見を得ることも必要ですが、それ

以上に、市民一人ひとりが自然保護を意識して活動に参加することが求められます。 

そのきっかけとして、自然の素晴らしさを五感（視覚、聴覚、触覚、味覚、嗅覚）で味わ

える「自然とのふれあい」は、自然保護の意識を醸成する上で大切な経験となるでしょう。 

市内には、足を少しのばせば、自然を満喫できる場所や施設が多くあります。 

これらの場所や施設を訪れるといった「自然とのふれあい」経験を通じて、市内におけ

る自然保護活動の輪が広がっていくことが期待されます。 
 
 
 
 
 

■自然とのふれあいの状況 

市内には、自然とふれあえる場として、国上山を中心とした地域や信濃川水系を

中心とした水辺周辺の他、67ヵ所（平成25年度末時点）の都市公園が整備されてい

ます。 

市民環境意識調査では、54.4％の回答者が｢広場や公園などの憩いの場がある」こ

とに満足する一方、「水や水辺の自然とのふれあい｣や｢鳥や昆虫などの生き物との

ふれあい｣に満足している回答割合はそれぞれ35.4％、29.2％にとどまっています。 

一方、中学生の環境意識調査では、上記の設問に対する回答割合がそれぞれ66.1％、

49.4％、47.7％となり、大人よりも満足している割合が高くなっていました。 

大人になるにつれ、自然に対する関心が低くなっていることが懸念されることから、

「自然とのふれあい」の機会を幅広い年齢層で増やしていくことが求められます。 

 
写真．自然とのふれあいの取り組み／水環境ふれあい教室（大河津分水公園） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境要素別目標⑧：自然とのふれあい 

８.さまざまな機会を通じて「つばめの自然」にふれあいます 

 

分野別目標Ⅱ．自然とのふれあいのなかで、みんなが快適に暮らせるまち 【共生】 
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  ２．施策の方向 

(1) 自然とのふれあいの基盤整備 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

自然護岸による 

河川改修の推進 

河川の改修工事に合わせて、自然護岸の整備を促進し

ます。 
土 木 課 41 

景観や親水性に配慮した水辺空間の整備を促進しま

す。 

土 木 課 

都市計画課 
41 

公 園 の 管 理 

大河津分水さくら公園、国上健康の森公園、みなみ親

水公園や大曲河川公園の適切な管理により、自然と水

辺空間の多目的な利用を推進します。 

都市計画課 48 

市民参画による公園・緑地の管理体制を充実します。 都市計画課 

43 

48 

58 

小規模公園・緑

地の整備の推進 

身近に利用できる小規模な公園や道路整備に併せた

ポケットパークなどの緑地の整備を推進します。 
都市計画課 48 

公 共 施 設 の 

敷地内における

緑 化 の 推 進 

公共施設の緑化を推進します。 

（小中学校、庁舎、都市公園） 

学校教育課 

用地管財課 

都市計画課 

48 

農 業 体 験 の 

機 会 創 出 

「市民農園」を通じて、市民が｢農｣にふれあう機会の

場を創出します。 
農 政 課 41 

国 上 山 の 

維 持 管 理 
国上山ハイキングコースを維持管理します。 商工振興課 - 

 

 

(2) 自然とふれあう機会の創出 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

自 然 と の 

ふ れ あ い と 

学ぶ機会の創出 

山や河川などの自然資源、学校教育田を活用した環境

教育を推進します。 
学校教育課 - 

自然保護・育成団体や理科教育センターなどと連携

し、自然観察会や親子体験教室を開催します。 

社会教育課 

学校教育課 
- 

自然観察会や親子体験教室の参加者が調査員となっ

て、対象生物種（例：ホタルやむささび）の生息・生

育実態調査を行います。 

社会教育課 - 

自然観察ガイドブックの作成を継続します。 学校教育課 - 

環境美化活動を実施し、地域の水辺や里山に愛着を感

じる機会を創出します。 
生活環境課 - 
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 第９節 9．住みやすく、愛着を感じるまちをつくります 

 

 

 
 

 

 

 

  １．現状と課題 

住みやすいまちづくりには、快適で便利な環境を整備するだけでなく、誇りや愛着

が感じられるよう、地域の力でまちを守り育てていく要素も必要です。 

そのためには、市民と市とのパートナーシップ（協力・協働）の下、双方の役割分担

を明確にしながらも、住民や地域のパワーを活かした市民活動の展開が求められます。 
 
 
 
 
 

■花と緑豊かなまちづくりの取り組み状況 

平成25年度末における市内の都市公園※整備数は67ヶ所（合計面積409,517㎡）でした。 

市内では小規模な街区公園が多いことから、市民１人あたりの都市公園面積は5.0㎡

となっており、全国平均（10.1㎡）や県平均（13.8㎡）と比べて少ない状況です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：各データは、各年３月31日現在のもの。         資料：都市計画課 
※児童遊園は含まれない。 

 

写真．市民による緑化活動の取り組み／フラワーサロンクラブ（吉田小学校）、バーベナの会（吉田旭町二丁目自治会） 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

■美しく清潔なまちづくりの取り組み状況 

市では、平成18年に｢燕市ポイ捨て等防止条例｣を制定し、ポイ捨てやペットのふん害

の防止対策に努める一方、地域住民やボランティア団体、学生などによる環境美化活動

332,255

359,879

409,517

409,517 409,517
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250,000
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350,000

400,000
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H21 H22 H23 H24 H25年度

都市公園供用面積（㎡） 市民１人あたりの面積（㎡／人）

県民１人あたりの面積（㎡／人） 国民１人あたりの面積（㎡／人）
㎡ ㎡／人

 

環境要素別目標⑨：快適さ 

９.住みやすく、愛着を感じるまちをつくります 

 

分野別目標Ⅱ．自然とのふれあいのなかで、みんなが快適に暮らせるまち 【共生】 
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（｢クリーンデー燕｣など)を行ってきました。また、平成26年度には新たな環境美化活動

として、ごみ拾いに競技性を持たせた「クリーンアップ選手権大会」や全国展開してい

る「ひろえば街が好きになる運動」を市内のイベント会場で実施するなどし、環境美化

活動の裾野を広げる取り組みを進めています。これらの取り組みによって、市民・中学

生の環境意識調査では、それぞれ52.4％、59.7％の回答者が「まちが清潔なこと」に満

足しており、前回調査から約20ポイントも満足している人の割合が増加しました。 

このように市内では、美しく清潔なまちづくりが着実に進んでいることがうかがえ

ますが、今後もこれらの取り組みを継続的に推進していく必要があります。 
 

写真．市民による清掃活動の取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■公共交通の整備状況 

人口減少やマイカー利用者の増加に伴って、市内における公共交通（バス・ＪＲ）の

利用者は減少傾向にあります。しかしながら、公共交通は安全で環境にやさしい移動

手段であるだけでなく、マイカーを利用できない人にとっては、生活を維持するため

の重要な交通手段でもあります。このため、市では公共交通の整備・維持対策として、

市内循環バス・デマンド交通の運行とともに、民間バス事業者に路線維持に対する支

援を行い、運行改善のための各種要望をＪＲなどの関連機関に行っています。 

 

■空き家・空き地対策の状況 

人口の減少に伴って、市街地でも家主が不在で長年放置されたままの空き家や廃屋、

また管理不足で雑草が繁茂している空き地が目立っています。 

このような空き家や空き地を放置することは、風景や景観の悪化のみならず、ごみの

不法投棄や火災の誘発、害虫や有害鳥獣の繁殖、災害時の倒壊といったさまざまな問題

を誘発する可能性があり、これに加え、周辺の環境悪化や犯罪の温床になりかねないと

して、付近住民の暮らしを不安に陥れる材料にもなっています。 

一方、市内では自動車中心の社会が定着し、郊外の幹線沿いに大型店や専門店が進出

したことで、中心商店街では空き店舗が目立ち、賑わいが失われつつあります。このよ

うな賑わいの喪失が更なる空き家などを増やす要因となることから、今後は賑わいの創

出や商業の活性化も合わせた総合的な空き家・空き地対策を講じていく必要があります。 
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  ２．施策の方向 

(1) 花と緑豊かなまちづくりの推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

都 市 公 園 の 

整 備 の 推 進 

大河津分水さくら公園、国上健康の森公園、みなみ

親水公園や大曲河川公園の適切な管理により、自然

と水辺空間の多目的な利用を推進します。 

都市計画課 45 

小規模公園・緑

地の整備の推進 

身近に利用できる小規模な公園や道路整備に併せた

ポケットパークなどの緑地の整備を推進します。 
都市計画課 45 

市民参画による 

公園・緑地管理 

体 制 の 充 実 

市民参画による公園・緑地の管理体制を充実します。 都市計画課 

43 

45 

58 

公共施設の敷地

内における緑化

の 推 進 

公共施設の緑化を推進します。 

（小中学校、庁舎、都市公園） 

学校教育課 

用地管財課 

都市計画課 

45 

せん定枝のリサ

イクルの推進 

「燕市せん定枝リサイクル施設」にて、市内の家庭や

公園・ポケットパーク・街路樹・公共施設などの剪

定枝を土壌改良材（せんてい君）としてリサイクル

します。 

「せんてい君」は希望する市民に配布します。 

生活環境課 25 

花いっぱい運動 

の 推 進 

自治会や各種市民団体に花苗を提供するなどして、

「花いっぱい運動」を推進します。 
都市計画課 

43 

58 

地域住民による維持管理体制を充実します。 
都市計画課 

生活環境課 
- 

道 路 の 緑 化 

事 業 の 推 進 
各地域の特性に配慮した道路緑化を推進します。 

都市計画課 

土 木 課 
- 

保 存 樹 木 林 

な ど の 指 定 

県や市が指定する天然記念物（樹木）の保護に努め

ます。 
社会教育課 42 

市内にある名木・巨樹・老樹などを把握し、保存樹

木林に指定するなどして、保存管理に努めます。 
社会教育課 42 

 

(2) 美しく清潔なまちづくりの推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

市 民 に よ る 

美化活動の推進 

市民主体の地域美化活動を推進し、身近な自然やま

ちの環境保全に努めます。 
生活環境課 58 

市民団体などによる美化活動をごみ袋の支給や清掃

用具の貸し出し、ボランティア保険の加入で支援し

ます。 

生活環境課 58 

「クリーンアップ選手権大会」、「ひろえば街が好き

になる運動」、全市一斉で行う「クリーンデー燕」

などを定期的に開催します。 

生活環境課 58 

ポイ捨て防止 

意 識 の 醸 成 

｢燕市ポイ捨て等防止条例」に基づいて、環境美化監

視員などと連携し、監視・巡回を行います。 
生活環境課 - 

広報紙や市のホームページなどでポイ捨てを行わな

いようにマナー改善を呼びかけます。 
生活環境課 - 
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施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

ペットのフン 

対 策 の 推 進 

狂犬病予防注射の機会などを捉えて、ペットのフン放

置に対するマナー改善を呼びかけます。 
生活環境課 - 

放 置 車 両 の 

取 り 締 ま り 

放置自転車や放置バイクの取り締まりや適正撤去に

努めます。 

土 木 課 

都市計画課 

生活環境課 

- 

違 法 駐 車 

に対する指導 
警察署と連携しながら、違法駐車を取り締まります。 生活環境課 - 

 
 

(3) 交通環境の整備 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

公 共 交 通 

の 利 用 促 進 

ＪＲ東日本に対し、越後線や弥彦線の列車運行の改善

や、増発などの要望活動を行います。 
生活環境課 

18 

28 

バス会社に対し、ＪＲ線との接続改善や低床式バスの

導入などの要望活動を行います。 
生活環境課 

18 

28 

民間路線バスの維持のため、運行費を補助します。 生活環境課 
18 

28 

市内循環バス・デマンド交通の利便性の向上、利用促

進に努めます。 
生活環境課 

18 

28 

｢パークアンドライド」の利用促進を図るため、駐車

場整備や普及に努めます。 
生活環境課 

18 

28 

歩きやすく、自転車が利用しやすい環境づくりに努め

ます。 

土 木 課 

都市計画課 

18 

28 

交通の円滑化 

の 推 進 

〔渋滞緩和対策〕 

道路や交差点の整備・改良により、道路交通の円滑化

を図ります。 

土 木 課 

都市計画課 

18 

28 

広域幹線道路などの整備を促進します。 
土 木 課 

都市計画課 

18 

28 

沿道対策の推進 沿道の緑化のため、街路樹の維持管理を行います。 都市計画課 28 

 

(4) 空き家・空き地対策の推進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

空 き 家 対 策 

の 推 進 

燕市シルバー人材センターと連携・協力し、「空き家

等管理業務事業」を推進します。 
都市計画課 - 

「燕市空き家・空き地活用バンク」を運用し、定住の

促進や地域の活性化を推進します。 
都市計画課 - 

空き家の改修や解体撤去に係る費用の一部を助成するな

どして、空き家などの適正な管理や活用を推進します。 
都市計画課 - 

市 街 地 の 

賑わいの創出 

定住促進・まちなか支援事業を推進します。 都市計画課 - 

地域の特色を活かした個性あるまちづくりを推進し

ます。 

都市計画課 

商工振興課 
- 
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 第１０節 10．郷土の文化・景観資源を守り、活かします 

 

 
 

 

 

 

 

 

  １．現状と課題 

現代社会では「ゆったりとした時間」がぜいたくなものとされ、季節を感じて、人の

温かさに触れながら歩くことや、手間ひまかけて育てられた地元の旬の食材を味わうこ

となどの質的な充実を図る文化的な社会が求められる時代となっています。 

燕市には、名僧・良寛による芸術・文化や、数多くの偉人を輩出した私塾「長善館」

で培われた高い文化があり、この他にも地域の営みから蓄積した自然・歴史・文化・伝

統などの地域色豊かな無形・有形の財産があります。今後とも市の共有財産として、こ

れらの文化や景観資源を取り巻く環境を保護・保存する一方、地域の特色豊かなまちづ

くりで効果的にこれらの資源が活用され、暮らす人・訪れる人がともに心地よく過ごせ

る、そんな趣のあるまちを築いていくことが望まれます。 
     

■歴史・文化遺産 

市内には、国・県・市の文化財が数多く残されています。 

しかしながら、それらの文化遺産や郷土の偉大な先人などの周知が十分でないこと

から、市内の史料館などを中心とした情報発信や学ぶ機会の充実を図るなどして、市

民の関心を高めていくことが望まれています。 

また、近年では、市内各地の固有の歴史・文化遺産を地域づくりに活かそうとする

機運がコミュニティを中心に広がりつつあることから、これらの活動を支援すること

で、市民の郷土に対する愛着や誇りを醸成することが求められます。  

表．国・県・市による文化財数の状況 [平成27年３月]   

項目 有形文化財 無形文化財 民俗文化財 記念物 文化的景観 伝統的建造物群 計 

国 １１ ２ ０ ０ ０ ０ １３ 

県 ５ １ １ ３ ０ ０ １０ 

市 ５１ １ １０ ９ ０ ０ ７１ 

計 ６７ ４ １１ １２ ０ ０ ９４ 

資料：社会教育課 

 
■景観 

豊かな自然や文化を持つ燕市には、次のような景観があります。 

①憩いの場として、それぞれ異なる表情を持つ信濃川・大河津分水路・中ノ口川・

西川などの河川景観 

②それらの河川によって潤された越後平野に広がる田園風景 

③良寛の史跡、分水おいらん道中、越後くがみ山酒呑童子行列、河川沿いに連なる

桜並木などの郷土史豊かなまち景観 

④良寛の修行地として名高い国上山や弥彦山の丘陵景観 

 

環境要素別目標⑩：文化・景観 

10．郷土の文化・景観資源を守り、活かします 

 

分野別目標Ⅱ．自然とのふれあいのなかで、みんなが快適に暮らせるまち 【共生】 
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  ２．施策の方向 

(1) 歴史的・文化的資産の保存・活用 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

文 化 財 の 

保 護 ・ 保 全 

｢燕市文化財保護条例」に基づき、文化財を保護・保

存します。また、埋蔵文化財包蔵地や埋蔵文化財の発

掘調査にも適切に対応します。 

社会教育課 - 

｢燕市文化財保存事業補助金交付要綱」に基づいて、文

化財の維持・管理・修理などに対する助成を行います。 
社会教育課 - 

開発行為に対し、文化財の保全に関する指導を行いま

す。 
社会教育課 - 

伝 統 催 事 や 

神社神事など 

の伝承と活用 

伝統催事の開催を支援し、固有芸能を伝承します。 商工振興課 - 

無形民俗文化財の保存・継承を支援します。 社会教育課 - 

市内３史料館

の活用と充実 

市内３史料館（長善館史料館・良寛史料館・産業史料

館）の周知と、企画展などの充実を推進します。 

商工振興課 

社会教育課 
- 

史料館の施設と収蔵史料の充実を図ります。 
商工振興課 

社会教育課 
- 

市民ギャラリー

の 設 置 

展示ホールを設置し、郷土の文化資源の周知を図りま

す。 
社会教育課 - 

 

(2) 魅力的な景観の保全・創造 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

公園整備の推進 
自然景観に優れた都市公園の整備や管理を推進しま

す。 
都市計画課 - 

田園（農村）景

観の保全と活用 

美しい田園風景の保全を支援するため、休耕田などを

活用します。 

農 政 課 

農業委員会 
- 

桜並木の保全 桜並木を地域住民などとの協働体制で保全します。 
商工振興課 

都市計画課 
- 

 

(3) 郷土意識の醸成 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

子どもの郷土 

意 識 の 醸 成 

ふるさとへの愛着や誇り、文化・伝統・産業などを生

かした特色ある教育を推進します。 
学校教育課 - 

市民の郷土意識

の 醸 成 

図書館や公民館などを活用した学習の場を提供しま

す。 
社会教育課 - 

史跡や文化財巡りを開催し、郷土史を学ぶ機会を提供

します。 
社会教育課 - 

燕市ゆかりの人たちを紹介する冊子や「郷土史燕」を

発行します。 
社会教育課 - 

郷土の食材や 

郷土料理の継承

と 活 用 

地元産の旬の食材を使った郷土料理の継承や、新しい

郷土料理の開発、家庭の食卓を囲むことの大切さを啓

発する活動を推進します。 

農 政 課 

学校教育課

農業委員会 

健康づくり課 

- 

学校給食に市産農作物を積極的に取り入れるなどし

て、食育の充実を図ります。 
学校教育課 41 
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 第１１節 11．環境を学び・体験する機会をつくります 

 

 

 

 
 

 

 

  １．現状と課題 

環境にやさしい行動を浸透・拡大させるには、環境を良くするための正しい知識や

情報を学び・理解しておくことが望ましく、環境教育や環境学習の果たす役割がこれ

までにも増して重要なものとなっています。 

また、環境教育や環境学習を行うことは、環境を守る意識を醸成するだけでなく、

郷土を愛する心や自ら考えて責任のある行動がとれるといった人格の形成にも寄与し

ます。このため、幼い頃からの環境教育は重要であり、学校教育のみならず、家庭や

地域においても環境問題を一緒に語ったり、考えたりしながら、行動していくことが

求められます。 

また、このような生涯を通じて環境にやさしい行動がとれる人を育てるためには、

地域が一体となって、正しい知識や情報が学べる機会や活動拠点の創出に取り組む一

方、核となる指導者・リーダーの育成も必要です。 
 

 

 

■市民が行政に期待する環境施策 

環境意識調査によると、市民・事業者ともに行政に期待する環境施策として「環境

に関する情報の提供・広報活動」の回答数が、前回調査に引き続いて多くなっており、

環境を良くするための正しい知識や情報の提供を望んでいることがうかがえます。 

一方で、市民の環境活動の参加に対する設問では「環境問題に関する勉強会などへ

の参加」が4.1％にとどまっており、環境教育や環境学習の大切さを理解しながらも、

自らの行動に移せないでいる人が多数いることが分かります。また、事業者の環境活

動に対する課題でも「情報・ノウハウ不足」の回答が上位を占めていました。 

このため、環境配慮に対する学びのきっかけや意欲に繋がるような情報提供や支援

を行うことが必要となっています。また、環境情報の入手手段として、６割を超える

市民が「市の広報やパンフレット」を希望しており、きっかけづくりにこのような紙

面を活用することが有効な手段であると考えられます。 

 

 

環境要素別目標⑪：環境教育・学習 

11．環境情報を学び・体験する機会をつくります 

 

分野別目標Ⅲ．暮らしのなかで、みんなが環境について考え、行動するまち 【協働】 
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図．燕市環境意識調査（市民、事業者） 〔平成27年〕 

【市民、中学生】 より良い環境とするために市に望む施策（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【事業者】 より良い環境とするために市に望む施策（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市民、中学生】 環境学習会や環境保全活動への参加状況（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業者】 環境問題への取り組みを推進する上での課題（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市民、中学生】 市民が希望する環境に関する情報の提供方法ついて（択一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

47.9%

42.5%

35.6%

17.8%

17.8%

9.6%

1.4%

6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

環境に関する情報収集・提供

資金面での支援

事業者向けのガイドの作成

市民や他事業所との連携体制の構築

相談窓口の設置

人材の紹介や派遣

その他

特にない

30.1%

30.1%

27.4%

20.5%

11.0%

8.2%

2.7%

24.7%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ノウハウの不足

資金に余裕がない

人材の不足、時間がない
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特に問題はない

その他
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市民(H27調査)

中学生(H27調査)
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■子どもへの環境教育・環境学習の取り組み 

次世代の家庭や地域社会を支えていく子どもたちにとって、環境教育や環境学習が

果たす役割は極めて重要なものとなります。 

子どもたちが環境を大切にする「心」を養い、自主的・主体的に環境にやさしい行

動をとるようになるには、幼い頃からその発達に応じて、学び・体験するさまざまな

機会や場を、学校・家庭・地域のあらゆる場面を通じて、作り出す必要があります。 

このうち、学校には、子どもたちの発達段階に応じて社会生活の基礎を身につけさ

せるという重要な役割があります。市内の小中学校では、各教科学習や総合学習の時

間、特別活動などを通じて環境教育に取り組んでいます。 

また、家庭は地域社会における最小の基本単位であることから、大人が子どもと一

緒になって、環境にやさしい行動を暮らしに積極的に取り入れるなどして、子どもの

環境保全に対する興味や意識を育てることが求められます。 

さらに、子どもたちが環境と人との関わりを学び・理解するため、自分たちの住む

身近な地域の自然や生活の場において、教わり・調べ・考え・体験する学習過程を充

実させる一方、指導者が環境学習に必要なスキルを習得していくことも求められます。 
 

 

   
■環境保全に関する情報提供と普及啓発の推進 

市の広報紙やチラシ、ホームページなどを有効活用しながら、地域の環境情報や環

境学習の開催情報、環境保全に関する活動団体などの取り組み情報などについて、市

民がいつでも入手できるような情報提供体制の整備が必要です。 

また、市民・学校・自治会・事業者との人的交流を促進するためのネットワークの

構築も推進していく必要があります。 

市では、環境保全活動に対する意識高揚を図るため、毎年開催している「ふれあい

フォーラム」で、楽しみながら参加・体験できる環境学習ブースを設置しているほか、

環境保全をテーマにした「Let’s Try Eco 啓発ポスターコンクール」など市民団体と

の協働を図りながら、普及啓発事業を更に推進していく必要があります。 
 

 

 

■人材の把握・育成と環境学習の機会提供 

よりよい環境を創造していくためには、環境に配慮した行動がとれる人の育成が重

要になります。 

そのためには、環境保全に関する資格保有者の把握の他、関係機関のボランティア

登録名簿などを活用し、｢環境リーダー」となりうる人材を発掘し、登録する制度を整

備する必要があります。また、環境学習の指導者や地域の環境保全活動の推進役とな

る「環境リーダー」を育成するため、段階に応じた「指導者育成講座」の開催や、そ

の人材を活用する仕組みづくりと環境学習の機会の提供も、合わせて進める必要があ

ります。 
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  ２．施策の方向 

(1) 環境情報の共有化  

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

まちづくり協議

会などと連携し

た情報収集・体

制整備・活用 

自治会、まちづくり協議会や各種市民団体が実施してい

る環境学習や環境活動に関する情報の収集に努めます。 

地域振興課 

生活環境課 
- 

地域向けの環境情報や啓発の発信を推進するため、ま

ちづくり協議会などとの連携強化に努めます。 

地域振興課 

生活環境課 
- 

広報紙を活用した

環境情報の提供 
広報紙を活用し、環境情報の提供や啓発を行います。 生活環境課 - 

マスメディアを

活 用 し た 

環境情報の提供 

新聞やラジオなどを活用し、環境情報の提供や啓発を

行います。 
生活環境課 - 

ラジオの市政番組放送枠を活用し、環境をテーマとし

た番組を放送します。 
生活環境課 - 

図書館の充実 
環境情報の公開や提供を推進するため、図書館の行

政・郷土史料コーナーを充実します。 
社会教育課 - 

年次報告書の 

作 成 と 公 表 

燕市環境基本条例第７条に基づく「年次報告書」を毎

年作成し、公表します。 
生活環境課 - 

 

(2) 環境教育・環境学習の機会提供・支援  

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

環境意識の高揚 

に関する啓発 

環境に関する事例などの情報を広報紙などで紹介し

ます。 
生活環境課 - 

各種イベントなどにおいて４Ｒ活動を推進します。 生活環境課 
24 

58 

子どもの環境意

識を醸成する 

団体への支援 

燕市子ども体験活動支援センター（風の子くらぶな

ど）の活動を推進します。 
社会教育課 59 

各種市民団体が取り組む子どもの環境教育活動を広

報紙などで紹介します。 

生活環境課 

社会教育課 

学校教育課 

59 

学校における 

環境教育の充実 

児童生徒の発達段階に応じた体験型学習を含め、環境

教育を推進します。 
学校教育課 - 

学校教職員の育成 
学校教職員の環境教育に関する能力向上を図るため、

環境教育の研修会などを開催します。 
学校教育課 - 

環 境 学 習 の 

拠 点 整 備 

公民館や図書館などと連携し、世代に応じた環境学習

の活動拠点を整備します。 

社会教育課 

生活環境課 
- 

職員出前講座や 

施設見学会の実施 

環境意識の高揚のため、職員出前講座や環境施設の見

学会を実施します。 

社会教育課 

生活環境課 
- 

 
 

(3) 核となる人材や団体の育成・連携 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

指導者やリーダ

ーとなる人材の

把握・育成・派遣 

社会福祉協議会のボランティア登録名簿や人材バン

クなどを活用します。 

社会教育課 

生活環境課 
- 

新潟県地球温暖化防止活動推進センターに講師の派

遣を依頼します。 
生活環境課 - 

まちづくり協議会と

の懇談会の開催 

各まちづくり協議会が取り組む環境活動の情報交換と

連携を促進するため、懇談会などを開催します。 

地域振興課 

生活環境課 
- 
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 第１２節 12．人・まち・自然が元気になる「人・しくみ」を育て

ます  

 

 

 
 

 

  １．現状と課題 

持続可能な社会を実現するには、一人の千歩より千人の一歩といった発想が必要であ

り、活動に参加する市民の裾野を広げ、市民一人ひとりの「地域環境力」を底上げする

ことが必要です。そのため、さまざまな環境保全活動を通じて住みよさが増し、それが

郷土愛を育てることにつながり、更なる「地域環境力」の底上げにつながるといった、

好循環を生み出す仕掛けが求められます。 

また、過去には、環境保全が経済活動の制約要因になると捉えられることもありまし

たが、経済や社会活動の維持に不可欠なエネルギーや資源などの多くを諸外国に依存す

る今日の日本においては、環境容量の制約が今後の環境・経済・社会のあり方に大きな

影響を与えることが広く認識され、このことを念頭に置いた「環境と産業(経済)の好循

環」を牽引するさまざまな環境産業が成長・普及してきています。今後もこうした環境

と経済の関わりが一層広く深くなることが予測されることから、市内においても環境産

業の振興に加え、経済・社会活動の中で環境配慮の考え方を浸透させていくことが必要

です。 
      

■環境活動に対する市民意識 

市民環境意識調査によると、57.3％が｢今後、環境保全活動に参加・協力したい｣と回

答し、その割合は前回調査（76.2％）から約20ポイントも減少しました。一方で、｢参加・

協力したくない｣理由として、市民や中学生の多くの回答者が｢仕事や家庭の都合で時間

が取れない｣や｢一人では参加しづらい｣ことを挙げていることから、環境保全活動の実

施方法などを工夫すれば、更なる活動の拡充が見込めることがうかがえます。 

事業者の意識調査では、14.1％が「現在よりも積極的に取り組みたい」と回答し、そ

の割合は前回調査（36.9％）から20ポイント以上も減少しました。一方で、45.1％が「社

会情勢や同業者の動向をみて、検討する」と回答し、その割合は前回調査（35.4％）から

約10ポイント増加しました。 

これらの回答結果から、市域全体が環境保全活動に対して消極的になっていることが

うかがえます。このため、今後は市民の環境意識の高まりが、事業者の環境意識も動か

す大きな牽引力になることから、市民・事業者・市が各々の役割を果たすだけでなく、

互いに協力・支援し合い、協働しながら取り組んでいくことが不可欠となります。 

  

 

環境要素別目標⑫：環境活動 

12．人・まち・自然が元気になる「人・しくみ」を育てます 

 

分野別目標Ⅲ．暮らしのなかで、みんなが環境について考え、行動するまち 【協働】 
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図．燕市環境意識調査（市民、事業者） 〔平成27年〕 

【市民】 今後の環境保全活動への参加・協力姿勢（択一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  
 

【市民】 今後も環境保全活動に参加・協力したくない理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

【事業者】 今後の環境保全活動への参加・協力姿勢（択一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
■地域による環境活動の状況    

市内には、地域の環境活動に取り組んでいるまちづくり協議会や自治会、婦人会、

ＰＴＡ、ボランティア団体などの組織や団体があり、これまでにも身近な緑や里山の

保全、地域と学校との連携による環境学習といったさまざまな活動が行われています。 

このような地域活動に用いられる意識や能力を「地域環境力」といい、各主体が一

つの方向にむかってこれを共有・連携し、それぞれの地域における資源や特徴、これ

までに培ってきた人との繋がりをもとにして、より良い環境や地域づくりを主体的・

積極的に進めていくことができます。今後も、このような「地域環境力」による環境

保全活動の好循環を生み出していくことが期待されています。 

 

■地域間の交流          

里山の森林や農地を保全することが、地域に豊かな水をもたらしたり、災害を防い

だりすることにも繋がります。しかしながら、農林業従事者の高齢化や後継者不足、

農林業の衰退などによって、森林や農地の管理不足が懸念されています。 

一方で、市街地と農村に住む人々がお互いの地域の魅力を分かち合うため、人や物

の行き来を活発にするグリーンツーリズム（自然観察会、里山学習会、学校教育田、市民

農園など）や地産地消（食育学校、地場野菜直売所など）といった取り組みも行われてお

り、今後も、このような活動のより活発な展開が求められています。 

 

■環境と経済・社会の好循環   

持続的発展が可能なまちを実現するには、「環境と産業(経済)の好循環」を目指す

ことが求められています。そのためには、事業者による自主的な環境活動の推進や、
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2.8%

28.5%

12.7%

52.9%

12.0%

3.2%

19.2%
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積極的に参加・協力したい

できれば参加・協力したい

あまり参加・協力したくない

参加・協力したくない

分からない

市民(H27調査)

中学生(H27調査)

14.1%

39.4%

45.1%

0.0%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

現在よりも積極的に取り組みたい

現在の取り組み状況を維持したい

社会情勢や同業者の動向をみて、検討する

今後、取り組みを減らしたい

今後は取り組まない

市民  計：57.3％ 

中学生計：65.6％ 

40.2%

4.8%

10.1%

16.4%

20.4%

6.3%

27.7%

11.6%

14.7%

7.5%

34.6%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

仕事や家庭の都合で時間がとれない

活動の場所が遠い

活動の場所や連絡先が分からない

自分でできることはするが、団体活動に興味はない

一人では参加しづらい

その他
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消費者による環境によい商品の選択などを通じて、環境に配慮した市場を形成してい

く必要があります。このため、市民や事業者の参加・協力を得ながら、環境産業の育

成や地域振興の推進、市の地域資源を活かした地産地消、グリーンツーリズムなど、

地域が活性化する取り組みを推進していく必要があります。 

 

■広域的な連携・協力 

市では、燕・弥彦総合事務組合によるごみの広域処理を行っています。また、平成

26年9月には弥彦村と「定住自立圏形成協定」を締結し、行政区の垣根を越えた連携や

協力体制を構築しており、より広域的な観点から環境配慮型の活動を展開していると

ころです。 

一方、国、県と連携した環境監視・調査活動および環境施策への協力の他、周辺自

治体や先進自治体との交流を図り、地域環境力の向上を目指していく必要があります。 
 

   

  ２．施策の方向 

(1) 市民などの自発的な活動の促進 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

市 民 に よ る 

緑化活動の推進 

市民参画による公園・緑地の管理体制を充実します。 都市計画課 

43 

45 

48 

自治会や各種市民団体に花苗を提供するなどして、

「花いっぱい運動」を推進します。 
都市計画課 

43 

48 

市 民 に よ る 

美化活動の推進 

市民主体の地域美化活動を推進し、身近な自然やまち

の環境保全に努めます。 
生活環境課 48 

市民団体などによる美化活動をごみ袋の支給や清掃用

具の貸し出し、ボランティア保険の加入で支援します。 
生活環境課 48 

「きれいにしょいや燕（アダプト制度）」を奨励し、

活動団体への支援を行います。 

生活環境課 

都市計画課 
- 

環境美化活動の取り組みを広報紙などで紹介します。 生活環境課 - 

「クリーンアップ選手権大会」、「ひろえば街が好き

になる運動」、全市一斉で行う「クリーンデー燕」な

どを定期的に開催します。 

生活環境課 48 

ごみの減量化 

運 動 の 推 進 

家庭や事業所で取り組むごみの発生抑制や減量化の

方策を周知・啓発します。 
生活環境課 24 

各種イベントなどにおいて４R活動を推進します。 生活環境課 
24 

55 

レジ袋の削減のため、マイバッグ利用促進を啓発します。 生活環境課 24 

リ サ イ ク ル 

運 動 の 推 進 

費用対効果を見極めながら、集団資源回収や分別収集に

よる資源ごみの回収促進対策を検討します。 
生活環境課 25 

古紙などの有価物の分別とリサイクルを推進します。 生活環境課 25 

廃食用油やせん定枝、古布などの効率的なリサイクル

を推進します。 
生活環境課 25 
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施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

リ サ イ ク ル 

運 動 の 推 進 

「小型家電リサイクル法」に基づいて、家庭で使用し

た小型家電のリサイクルを推進します。 
生活環境課 25 

「カンカンBOOK」事業を推進します。 生活環境課 25 

「エコブックつばめ」事業を推進し、不要本の受入れ

や無料頒布を行います。 
社会教育課 25 

市民への省エネ

行動の呼びかけ 

家庭や事業所でできる省エネ行動とその効果、省エネ

機器の情報などを周知・啓発します。 
生活環境課 22 

水質浄化対策 

の 推 進 

各家庭で行う適正な生活排水対策を啓発します。 生活環境課 32 

下水道未接続世帯に対し、下水道の果たす役割の重要

性と各種接続支援制度をＰＲし、接続率向上に努めま

す。 

下 水 道 課 32 

浄化槽の適正な維持管理を推進するため、設置者（世帯

主など）や浄化槽管理事業者への啓発・指導を行います。 
生活環境課 32 

 

(2) 市民などの参画・協働の促進  

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

地 域 社 会 の 

ネットワーク 

づくりへの支援 

地域でさまざまな環境活動に取り組むまちづくり協

議会や各種市民団体に必要な情報などを提供します。 

地域振興課 

生活環境課 
- 

まちづくり協議会や各種市民団体との連携・交流を深

めるため、懇話会などを開催します。 

地域振興課 

生活環境課 
- 

市民活動を促進する活動拠点として、既存公共施設な

どを活用します。 
社会教育課 - 

子どもの環境 

意識を醸成する 

団体への支援 

燕市子ども体験活動支援センター（風の子くらぶな

ど）の活動を推進します。 
社会教育課 55 

各種市民団体が取り組む子どもの環境教育活動を広

報紙などで紹介します。 

生活環境課 

社会教育課 

学校教育課 

55 

環境活動団体へ

の 支 援 

環境活動への市民参加を呼びかけるため、各種市民団

体の活動情報をホームページ等で紹介します。 
地域振興課 - 

環境活動中の事故に対応するため、「ボランティア保

険」への加入手続きを行います。 
生活環境課 - 

公益的な市民活動を推進するため、「イキイキまちづ

くり事業」を実施します。 
地域振興課 - 

市民などからの 

発 案 の 促 進 

環境保全や創造に関する市民などからの発案を広く

聴取する体制づくりを推進します。 
生活環境課 - 

公 害 苦 情 ・ 

相談への対応 

市に寄せられる公害苦情・相談に対し、適切に対応で

きる体制を整備します。 
生活環境課 - 
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(3) 環境にやさしい産業の育成 

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

エコツーリズム

やグリーンツー

リズムの推進 

エコツーリズムやグリーンツーリズムを推進するた

め、滞在型・体験型観光を開発し、育てます。 
商工振興課 - 

エコツーリズムやグリーンツーリズムに取り組む人

材や団体への支援・育成に努めます。 
商工振興課 - 

環境にやさしい 

農 業 の 推 進 

エコファーマーの育成や県特別栽培米の取り組みを

支援します。 
農 政 課 41 

関係団体と連携し、農薬や化学肥料を軽減した、環境

にやさしい米づくりの支援や指導に取り組みます。 
農 政 課 41 

廃棄物の循環 

ビジネスの支援 
民間のリサイクル施設を活用します。 生活環境課 25 

環 境 配 慮 型 

製品・サービス 

の 利 用 促 進 

市内において、環境にやさしい商品やサービスを生

産・販売・提供している企業の情報発信に努めます。 

商工振興課 

生活環境課 
- 

省エネ製品や再生可能エネルギー導入製品に関する

補助制度や優遇制度の情報提供に努めます。 
生活環境課 - 

太陽光や風力などの再生可能エネルギーの活用を推

進します。 
生活環境課 

18 

22 

公共施設や民間事業所における屋根貸し事業を推進

します。 
生活環境課 

18 

22 

公共施設におけるESCO事業を推進します。 生活環境課 22 

庁舎におけるグリーン購入・調達物品の利用拡大を図

ります。 
用地管財課 25 

 

(4) 広域的な連携と協力の推進  

施 策 の 方 針 担当所管課 再掲頁 

広域的な連携 

と協力の推進 

市域を越えた広域的な取り組みが必要となる環境問

題について、国や県の環境施策に協力・連携します。 
生活環境課 - 

周辺自治体や先進的な取り組みをしている自治体と

情報交換を行います。 
生活環境課 - 
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